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第４回 産業構造審議会 産業技術環境分科会 グリーントランスフォーメーション推進小

委員会／総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 2050年カーボンニュートラル

を見据えた次世代エネルギー需給構造検討小委員会 合同会合 

 

日時 令和４年 ３月 1 日（火）9：00～12：00 

場所 経済産業省 本館 17 階 第１特別会議室（オンライン会議併用形式） 

 

１．開会 

 

○白石座長  それでは、定刻になりましたので、会議を開催したいと思います。 

 今日も、新型コロナウイルスへの対応も含め、対面で御出席の委員とオンラインで出席

される委員がおられます。 

 議事の公開ですが、今日の会議はYouTubeの経産省チャンネルで生放送させていただき

ます。 

 今日のクリーンエネルギー戦略検討合同会合には、萩生田経済産業大臣、細田経済産業

副大臣、吉川経済産業大臣政務官にも御参加いただいております。萩生田大臣は、国会の

ため、冒頭の御挨拶が終わりますと退席されます。 

 まず最初に、大臣から御挨拶をお願いします。 

○萩生田大臣  皆さん、おはようございます。経産大臣の萩生田光一です。本日もお忙

しい中お集まりいただき、誠にありがとうございます。クリーンエネルギー戦略検討合同

会合の開催に当たりまして、一言御挨拶を申し上げます。 

 パリ協定の目標である脱炭素社会の実現に向けて、排出量の３％を占めるにすぎない日

本のみの取組では不十分であり、経済成長著しいアジアも巻き込みながら世界全体の脱炭

素化をリードしていくことは重要な視点だと思っております。化石燃料依存度が高いアジ

アにおいては、幅広いエネルギー源や技術を活用した現実的で段階的なトランジションの

取組が重要です。我が国が有する水素やアンモニアなどの技術、制度、ノウハウを活用し

てアジアの脱炭素化に貢献し、関係国と力を合わせてアジア・ゼロエミッション共同体の

実現を目指していきます。そのために、昨年表明したアジア・エネルギー・トランジショ

ン・イニシアチブについても強化をしていきます。本日はこうした観点を踏まえ、カーボ

ンニュートラル実現に向けた国際戦略につき御議論をいただきます。 
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 また、本日は成長が期待される分野として、自動車、原子力、ＣＣＳ、ネガティブエミ

ッション技術を取り上げ、御議論をいただきます。自動車産業は多くの雇用を支える基幹

産業です。炭素中立型の社会において、またＣＡＳＥと呼ばれるグローバルな潮流の中で、

今後自動車産業がどのように事業構造を構築し、付加価値の創出を図っていくかは重要な

論点だと考えております。原子力は実用段階にある脱炭素電源であり、2050年カーボンニ

ュートラルの目標実現に不可欠な技術です。また、革新炉の開発競争の中で、日本の技術、

サプライヤーに対する欧米諸国の期待がある一方で、足元のサプライチェーンの維持に向

けて多くの課題を抱えております。ＣＣＳは2050年カーボンニュートラルを実現するため

の鍵となる技術ですが、その事業化に向けて様々な課題がございます。また、ネガティブ

エミッション技術もこれからどのように産業として育てていくのかが論点です。これから

どのように取組を進めていくべきか、集中的に議論を深めていただきたいと思いますので、

どうぞよろしくお願いします。 

 座長から御紹介ありましたように、今日予算委員会を行っておりまして、私も答弁で呼

ばれておりますので、後ほどまた議事録で皆さんの御意見は拝聴したいと思いますが、委

員の皆さんにおかれましては忌憚のない御議論、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

○白石座長  どうも、大臣、ありがとうございました。 

 それでは、萩生田大臣は国会のため退席されます。 

 プレスの皆様の撮影はここまでとさせていただきます。 

 それでは、議事に入ります。 

 

2. 議事 エネルギーを起点とした産業のGX（グリーントランスフォーメーション）につ

いて 

関係団体からのヒアリング 

カーボンニュートラル実現に向けた国際戦略 

 

 前回の合同会合では、エネルギーを起点とした産業のグリーントランスフォーメーショ

ンや、需要サイドの構造転換を図る民間企業からのヒアリングを行いました。また、成長

が期待される分野として、蓄電池、カーボンリサイクルを取り上げ、次なる成長につなが

るための課題と対応の方向について御議論をいただきました。今回は、最初に自動車、原

子力、ＣＣＳ、ネガティブエミッション技術を取り上げ、今後の課題と対応の方向性につ

いて御議論をいただきたいと思います。また、国内外におけるＣＣＳ事業を具体的に検討
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する企業からのヒアリングも実施いたします。また、カーボンニュートラルの実現に向け

ましては諸外国との連携が非常に重要でございますので、拡大する市場を獲得し、さらな

る成長につながるための国際戦略についても御議論をいただきたいと思います。後半は、

これまでの御議論も踏まえながら、委員の皆様の間でテーマに沿ってディスカッションを

いただく予定でございます。 

 それでは、まず、事務局から説明をお願いします。 

○清水自動車課参事官  それでは、事務局からの説明といたしまして、資料１に基づき

まして、ＧＸ分析ということで、順番に各産業ごとにさせていただきます。 

 資料１の最初、９ページ目以降ですかね、まず自動車のところから、私、自動車課参事

官の清水と申しますが、説明をさせていただきます。質疑に時間を充てるため、ちょっと

コンパクトな説明ということで、ポイントだけにまずさせていただければと思います。 

 まず、９ページ目以降のところで、ＧＸ分析ということで、ＧＸ時代に成長が期待され

る分野ということで自動車産業の分析ということでございますので、少しこれまでの議論

から目線を上げて、ＣＡＳＥ全体ということを意識しながら整理をしてございます。 

 現状のビジネス環境というところでございますが、約550万人の雇用を支える基幹産業

という中で、今申し上げましたＣＡＳＥということで、「電動化」だけにとどまらない大

きな自動車産業の、100年に一度でもある転換期にあるという大きなところからまず見て

いく必要があるのではないかというふうに認識してございます。 

 その中でカーボンニュートラルというところの電動化に関する取組ということにつきま

しては、これまでの議論を通じてグリーン成長戦略等において「2050年の自動車のライフ

サイクル全体でのカーボンニュートラル化」、それから「2035年までに、乗用車新車販売

で電動車100％」という目標を掲げているということで、これに向けて多様な技術の選択

肢の追求ということをしているところでございますが、この自動車産業の環境分析という

ことで、もう少し全体の俯瞰をする必要があるのではないかということで、ここの下のほ

うに掲げておりますが、使い方、作り方、両サイドからこのＧＸ、それからＤＸというも

のが交錯する中で、大きく変化する中で、新たな事業構造の構築、それから付加価値の創

出といったことをどういうふうにやっていけるのかということが競争を勝ち抜く鍵になっ

ているのかというのが基本認識でございます。 

 10ページ目、その中で具体的な影響というところでございますが、最初のバーのところ

にございますとおり、まず今申し上げたようなことで、産業構造そのものが変わっていく
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ということ。それから、付加価値の構造ということで、川上から川下のところの変化とい

うものがある中で、どういう形で産業構造をつくり上げて付加価値を日本に落としていく

のかということ。 

 それから、２つ目のバーの最後の行にありますとおり、新しいプレーヤーが登場すると

いうことで、プレーヤーの環境も大きく変化しているというのが大きな全体の流れ。 

 その中で、電動化そのものについては３つ目のバーのところにありますとおり、国によ

って状況が異なる中で、様々な戦略を描いているという中で、ゼロエミッション・ビーク

ルにかなり特化した戦略を取っている国もあれば、多様な選択肢を模索する国もあるとい

う中で、いずれにしても完全な技術がない中で、この技術のイノベーション競争が活発化

する中で、これをどういうふうに確保するかというのが競争力の源泉になっている。 

 もう一つの競争力の源泉として、前回も御議論いただいた蓄電池というものをどういう

ふうに取り込んでいくか。それから、この全体の変化の中で、産業全体の構造変化という

のを、待ちの姿勢ではなくて、どういう形で攻めで取り組んでいくのかということが大き

な流れというところでございます。 

 海外の部分でございますが、同様のことというのが、これはグローバルな産業でござい

ますが、世界でもっと大きなコンテクストの中でうねりが起きているという中で、海外プ

レーヤーの動向というところの変化、それから一番最後のところにございますが、そうい

った中で立地支援ですとか制度面での産業政策、それから導入支援も含めて、各国におい

ても産業政策が行われているというところでございます。 

 11ページ目以降のところで、技術、ビジネス、マーケットということで、３つの観点か

らでの課題と打ち手の分析というところでございます。 

 まず、技術レイヤー。大きな固まり、２つに分けてございますが、１つは今申し上げま

した、少し目線を上げた形でのＣＡＳＥ全体での動きという中で、最初の矢印のところ、

電動化・ソフトウェア化と始まりますが、つくり方そのものが変わっていくという中で、

そのデータの取り込み方、ソフトウェア化。それから、２つ目の矢印として、そのソフト

ウェア化に伴うコンピューティングですとか半導体といったことで、今までとは違う次元

でのこの技術をどういうふうにつくっていくか。それから、エネルギーマネジメントでシ

ステム全体でのこの取組というようなところ。 

 それから、２つ目の固まりのところは、いわゆるＥの中での多様な技術の選択肢という

ところで、当然この部分についても、電池、モーター、水素、それから合成燃料というこ
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とで、多様な技術についてしっかりとこの競争を進めていくということを、グリーンイノ

ベーション基金を活用してやっていくというところでございます。 

 12ページ目、今度はビジネスレイヤーというところでございますが、まずこのビジネス

レイヤーのところ、まず今大きく申し上げたような変革の中で、どういう形で今後進んで

いくのかという全体像を指し示すことそのものが次のビジネスづくりの核になっていくの

ではないかということで、最初の黒丸のところの最初の矢印のところにございますが、今

後のモビリティの在り方ですとか、その中での官民の課題・取組ということを少し今の時

点で整理・発信ということをしていきたいというふうに考えてございます。その上で、新

しいビジネス、これがビジネス化されるといったところに向けた社会実装の在り方ですと

か仕組みづくりということについての議論ということが重要かと考えてございます。 

 それから、２つ目の固まり、カーボンニュートラル化という中で、サプライチェーン全

体での脱炭素化をどう進めていくのかというところでございます。これは車単体だけでは

なくて、製造工程、それから川上も含めたというところで、最初の矢印にありますような

脱炭素エネルギーの確保の在り方ですとか、それから関連産業を含めた大きな脱炭素投資

というものが必要となる中で、これを進めていくための技術開発、それから投資をできる

ような政策的措置の実施・検討というのが大きな課題、固まりだと認識してございます。 

 最後に、先ほども申し上げました業態転換ということをいかに前向きに進めていくかと

いうのがビジネスレイヤーの議論。 

 それから、最後にマーケットレイヤーのところでございますが、より目線を上げて、世

界、グローバルな目線でどういうふうに取組を進めていくのかというのが最初の固まり。 

 それから、２つ目の固まりで、これまでフロー、新車販売というところを捉えがちでし

たが、むしろ温暖化対策の性質を考えた場合に、ストックというもの全体に着目してどう

いう形で削減を進めていくのかということ。 

 それから、これまでと同様に電動化の部分についてもしっかりということで、電動車の

普及や充電インフラの整備、それから蓄電池といったところでしっかりとマーケットづく

りをしていくというところでございます。 

 その後は参考資料でございますが、今まで使っていないやつだけ、数枚だけ御説明させ

ていただければと思います。14ページ目のところ、今申し上げました全体像という中で、

右が新しいモビリティ社会の実現という中で、カーボンニュートラルの実現というのは当

然でございますが、それ以外のモビリティに対する要請というものを、同時達成をどのよ
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うにしていくのかということが大きな課題かと思ってございます。 

 先に進ませていただきまして、18ページ目のところで、これはこれまでも使っています

が、ＥＶの各国における販売の動向ということで、日本以外の国、欧州や中国といったと

ころではかなり電気自動車の販売比率が増加をしているという世界の状況。 

 19ページ目でございますが、一方で、電動車全体で見ますと、この赤いところがＥＶで

ございますが、それ以外のＰＨＥＶ、ハイブリッドなんかも含めて世界で広がっていると

いうようなところ。 

 それから、20ページ目のところで、ストックの数字ということで、なかなかストックを

増やしていくというところは簡単ではないということの数字ということでございます。 

 一番最後は21ページ目のところでございますが、再エネ電気への需要家ニーズへの対応

ということで、資源エネルギー庁さんと一緒に取組を進めてきたところでございますが、

例えば再エネ価値取引市場を新しく創設いたしましたが、まだ19億、13億という取引実績

でございまして、需要家自身の直接の取引というのは限られてございますので、こういっ

た部分も含めて周知、それから促進をしていくということも重要かというふうに考えてご

ざいます。 

 以上でございます。 

○遠藤原子力政策課長  続きまして、原子力分野について御説明をさせていただきます。 

 34ページ、35ページに、それぞれポイントをまとめてございますが、それ以降のページ

に触れながら、簡単にポイントをかいつまんで御説明をさせていただきます。 

 36ページを御覧いただきますと、今後の原子力市場が大きく拡大をしていくという見込

み、これはＩＡＥＡと米国原子力エネルギー協会の資料でございますが、右側のグラフを

御覧いただきますと、アジア・オセアニア、中国、東南アジア等を中心に、石炭からの置

換えによる需要が非常に伸びる。それから、左下を御覧いただきますと、いわゆる革新炉

と言われるＳＭＲ、マイクロ炉、高温ガス炉、溶融塩炉といった炉が、2050年段階では世

界市場の４分の１を最大で占める可能性があるといった将来の予測が示されてございます。 

 それ以降、詳細な説明は割愛させていただきますが、一言で申し上げますと、米国、英

国、こうした国は、今原子力のサプライチェーンが国内ではもう完全に弱体化をしてしま

ってございます。一方で、フランスと韓国は現在立て直しをしてございますが、その先、

ページで言うと41ページ、42ページを御覧いただきますと、世界の軽水炉市場の６割を今

中国とロシアが席巻をしていると。さらに、将来に向けた新たな炉型につきましても中国
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やロシアが、米・英・仏と伍する形で研究開発を進めているということでございます。 

 さらに43ページを御覧いただきますと、こうした現状を踏まえまして、米国、英国、そ

れからフランスは、将来の炉型の研究開発を進めてございますが、やはり国内のサプライ

チェーンだけではこれは限界がございますので、日本、それから韓国、とりわけ日本の高

い技術に期待をする形で、コラボレーション、アライアンスという形での働きかけを現在

受けている状況でございます。 

 もう１枚おめくりいただきますと、44ページでございます。こうしたいわゆる新しい炉

形の将来的な可能性としまして、安全性はもとより、特に右側のイギリス原子力研究所シ

ンクタンクＮＩＲＯのレポートを御覧いただきますと、例えば高温ガス炉、これは水素製

造などの熱利用が可能であって、コジェネによる系統安定化への貢献、それから水素の製

造による製造業への貢献、こういったエネルギー、さらにはそれを超えるような付加価値

も期待をされているということでございまして、期待は高まってございますが、46ページ

以降に、具体的にその米・英の先進プロジェクトと日本のコラボの状況を載せてございま

す。 

 例えば46ページを御覧いただきますと、ビル・ゲイツ氏のテラパワーにおける高速炉の

開発で、日本のＪＡＥＡ、三菱重工との協力が進んでいる。 

 それから、47ページを御覧いただきますと、ＳＭＲの、これは世界最先、最も事業が進

んでいるアメリカのＮｕＳｃａｌｅ社で、日本の日揮とＩＨＩが出資をしてメインコンポ

ーネントをつくろうとしている。 

 それから、48ページを御覧いただきますと、カナダのオンタリオで実用化導入が進もう

としているところに、日立とＧＥの共同で設計をした技術が使われようとしている。 

 さらには、先ほども申し上げました49ページでございますが、高温ガス炉を活用したイ

ギリスとの協力というのも視野に入ってきているという段階でございます。 

 50ページを御覧いただきますと、現在のサプライチェーン、原子力サプライチェーン、

国内のサプライチェーンの模式図を書いてございますが、こうしたピラミッド構造で示し

てございますが、それぞれのレイヤーで非常に高い技術を持っているというのが日本のサ

プライチェーンでございまして、さらにもう１枚おめくりいただきますと、90年代後半ま

での国内の原子力の建造においては、サプライチェーン、国内で９割を維持できていた。

国産化率が高かったということでございます。 

 しかし、52ページ以降を御覧いただきますと、国内でのプロジェクトは全て震災以降中
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断をしている。それから、海外のプロジェクトについても頓挫をしてございまして、もの

づくりの現場がなくなっている。 

 そうした中で、53ページを御覧いただきますと、安全対策投資は増えてございますが、

ものづくり、青のバーで示してございます設備・機器というところは減ってございまして、

将来の投資が見通せない中で撤退する企業も多く出てきている。それから、人材等もどん

どん減ってきているという状況でございます。 

 こうした状況を踏まえまして、55ページを御覧いただきますと、先ほど申し上げました

世界の市場、それから、新たな産業等へのスピルオーバーの可能性も考えますと、新たな

プロジェクト、世界標準を握っていくプロジェクトにサプライチェーンがそれぞれ、日本

のサプライチェーンがうまく活路を見出していくような座組が新たに必要だと考えてござ

います。今まではプラントメーカーを中心としまして、ここに電力会社が乗っかっていた

わけですけれども、護送船団で世界の市場を取っていくということが考えられてございま

したが、これからはプロジェクトごとにこうしたところに食い込んでいけるような政府の

支援が必要だと考えてございます。 

 例えば57ページを御覧いただきますと、実際海外に出て行くに当たっては規格をどうや

って海外に合わせるか、それから営業等に係る情報の非対称性をどうやって解消していく

かということが課題でございまして、58ページを御覧いただきますと、実際韓国政府はこ

うしたことを考えて、韓国国内のサプライチェーンの海外への売込みということを戦略的

にやっているということでございます。 

 それから、59ページ、60ページにございますのは、例えば技術のレイヤーごとの承継、

技術承継に向けた政策的な支援の必要性、それから技術をデジタル化した上でうまく次世

代に継承し、さらに強化をしていくための仕組みといったものも書いてございまして、こ

うした観点からの総合的な取組でサプライチェーンをどうやって立て直すか、それで脱炭

素、将来のところへもどうやって貢献をしていくかということを考えてまいりたいと思い

ます。 

○早田石油・天然ガス課長  引き続きまして、資料61ページ目から、ＣＣＳについて御

説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、資料62ページ目を御覧ください。これは昨年10月のエネルギー基本計画で定めら

れましたＣＣＳの位置付けでございますけれども、下のほう、火力発電の今後の在り方と

いうところを見ていただきますと、ＣＣＳの商用化を前提に2030年までに導入することを
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検討するために、ここに書いているような事業環境整備を推進するということが書いてご

ざいます。 

 63ページ目は、これに関する大臣の記事でございます。 

 64ページ目を御覧ください。今年の１月28日からＣＣＳの長期ロードマップの策定委員

会というものをスタートし、１か月に１回のペースで今議論を進めてございます。これは

第１回目に使われた資料でございますけれども、まさに2050年におけるＣＣＳの貯留量の

目安ということで議論をさせていただいた資料でございます。ここで、「目標」というこ

とではなくて「目安」ということで、1.2億トンから2.4億トンが想定をされるということ

で書かせていただきました。 

 この根拠はどこかということで申し上げますと、次の65ページ目を見ていただきますと、

これはＩＥＡのWorld Energy Outlook2021で持ってきたものでございますけれども、2050

年時点での世界全体のＣＯ２の回収量が、４つここにあるＮＺＥ、ＳＤＳ、ＡＰＳと４つ

シナリオがあるわけですけれども、最もその削減を進めると、2050年にＮｅｔ Ｚｅｒｏ

というのはＮＺＥでございますけれども、これで76億トン。これは世界全体であります。

ＡＰＳというのは、これは各国がプレッジをしているＮＤＣとか、こういったものをベー

スとしたもので、これで言うと38億トン。これは世界全体です。これに95％を掛けますと、

５％はＣＣＵのほう、ユーティライゼーションで使われると。したがって、95％が埋める

ということで掛けまして、さらに3.3％、これは日本の排出量の世界に対する割合が3.3％

なので、これを掛けると、ここに書いてありますとおり大体2.4億～1.2億トンという数字

を出させていただきました。 

 66ページ目を見ていただきまして、これは供給サイドから見ると、これは昨年のエネル

ギー基本計画を議論していく中で、総合エネルギー調査会でＲＩＴＥの秋元先生が使われ

た資料ですけれども、この秋元先生の分析でも、真ん中の赤いところですけれども、国内

貯留が大体9,100万トン、海外へのＣＣＳの輸送が２億3,500万トンと、こういった数字が

出てございます。 

 次のページ、67ページ目、これは事業者にヒアリングした、今後の想定ということで書

いてございます。2030年にＣＣＳを事業化するということになりますと、建設等でかかっ

てくるのが大体４年、したがいまして最終投資決定は、ちょうど真ん中の2026年末には最

終投資決定をする必要があると。最終投資決定をするためには、その前に、ＦＥＥＤであ

ったりＰｒｅ－ＦＥＥＤであったり、さらにはリグを調達したりするのに最低４年かかる
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と。したがいまして、事業者のヒアリングの結果としては、2023年中までにはこの試掘の

意思決定をしなければならないというふうに聞いてございます。こういった事業者の声を

踏まえまして、我々政府として今後事業環境整備を進めていく必要がございます。 

 68ページ目を見ていただきますと、例えば法的な課題ということで申し上げますと、こ

れはＣＯ２を海底に埋めた後の責任ということで言いますと、日本の場合は今、無限責任

ということになっていますけれども、海外を見ますと、ＥＵが20年とか豪州が15年、要は、

この15年とか20年、民間事業者が埋めた後のモニタリングをしっかりすればその後の責任

は国に移管されるというものでございますけれども、今は日本は海洋汚染防止法の対象に

なっていますので、事業者が永遠にＣＯ２を埋めた後の責任を取らなければいけない。こ

ういったところをやっぱり変えていかないと、なかなか海底にＣＯ２を埋めるという事業

者が出てこないという、こういう法的課題。そのほかにもたくさんございますけれども、

こういったことを検討していかなければいけないと思っています。 

 69ページ目を見ていただきますと、これは、適地ということではこれまで、今年の１月

末までに10地点で約160億トンの貯留可能性をこれまで推定をしてございます。 

 70ページ目を見ていただきまして、これも国として、これまでＪＯＧＭＥＣとか、それ

からＪＣＣＳが日本近海で調査をしてきた「たんさ」の結果については、今年の４月以降、

ＣＣＳをやりたいという民間の事業者にデータをお貸しするというサポートをさせていた

だきたいというふうに考えてございます。 

 71ページ目、これは海外の実情でございますけれども、海外は今、現在140件のＣＣＳ

が計画または操業をございます。この中で強調すべきは３ポツのところなのですけれども、

この140件中76件、半分以上は実は昨年１年間で計画をされたということで、まさにＣＯ

Ｐ26を受けまして世界的にＣＣＳというのが非常に盛り上がっているというのが見て取れ

るかと思います。 

 72ページ目、そういった動きを捉えまして、日本としては、アジア、とりわけＡＳＥＡ

Ｎの国々と、このＣＣＵＳ、ＣＣＳの知見共有の観点からネットワークを構築いたしまし

て、昨年から議論を開始しているところであります。 

 73ページ目、先ほど申し上げましたこの長期ロードマップ検討会の今後のスケジュール

でございまして、最後５月には中間取りまとめをさせていただきまして、このクリーンエ

ネルギー戦略のほうに打ち込みたいというふうに考えてございます。 

 74ページ目以降は参考でございます。 
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 私からは以上でございます。 

○河原エネルギー・環境イノベーション戦略室長  それでは、ネガティブエミッション

技術について御説明させていただきます。82ページ目からスタートさせていただきます。 

 まず、位置付けでございますけれども、この下の絵を見ていただければ分かりますとお

り、2050年の断面でも、非電力あるいは電力セクターからそれぞれ、どうしてもＧＨＧは

排出されてしまうと。これに相当する量を吸収あるいは回収するのがこのネガティブエミ

ッション技術不可欠の技術でございます。 

 次、83ページ目に技術の見取り図がございますけれども、一番下の絵を見ていただけれ

ばと思いますけれども、例えば森林吸収、この自然プロセスを人為的に加速する、植林・

再生林、土壌炭素貯留、バイオ炭、あるいは工学的にこれを実施していくＢＥＣＣＳとい

った技術がございますし、同じく海洋生物による吸収を加速する海洋肥沃・生育促進など

のいるブルーカーボン技術、あるいは海洋吸収を促す海洋アルカリ化、玄武岩などのＣＯ

２吸収、自然風化を促していく風化促進、そして、一番右にございます大気中のＣＯ２を

直接回収・貯留するＤＡＣＣＳといった技術がございます。そのメリット・デメリットに

ついて、84ページ目に整理してございます。 

 一番左から技術のＴＲＬ、技術の成熟度、コスト、ポテンシャルなどを比較しておりま

すけれども、例えば下から３番目の植林・再生林を見ていただきますと、技術は成熟して

９とありますし、コストも28と低いコストでできる。一方で、土地利用を要してしまう、

また、結果としてポテンシャルが限られてしまうというデメリットもございます。また、

その２つ上、ＤＡＣＣＳを見ていただきますと、技術についてはまだ磨く余地が大きくあ

ると。また、コストについても172と比較的高いという一方で、土地利用については少な

い。結果としてポテンシャルも比較的、植林・再生林よりも大きいポテンシャルが見込ま

れているといった一長一短があるという部分でございまして、まずはこの技術についてし

っかりと磨いていく。その上で、こういったコスト・ポテンシャルを見きわめて優先順位

をつけていくということが重要な課題でございます。 

 85ページ目を御覧ください。ビジネス化に向けてというふうにございますけれども、ど

のようにマネタイズしていくか。その意味ではクレジット化ということが一つの鍵でござ

います。 

 下の棒グラフにありますとおり、voluntary carbon creditにつきましては、今後、需

要・供給ともにうなぎ登りであるということを見通されております。足元でＶＣＣの内訳
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を見てみますと、半分程度が再エネ由来のクレジットでございます。これに対しまして除

去系で言いますと一番大きいのが植林・再生林由来のものでございまして、これが７％弱

ということですので、それ以外のネガティブエミッション技術はまだほとんどないという

状況ですので、こういったクレジット化をどのように促していくかというところが課題で

ございます。 

 86ページ目に、以上を踏まえた政策の方向性ということを整理させていただきました。

大きく３点ございますけれども、まず位置付けということでは、目標・マイルストーンを

しっかり設定していくこと。また、先ほど申し上げました、日本においてコスト、ポテン

シャル、技術優位性はどうかということを判断した上で、優先的に社会実装をするネガテ

ィブエミッション技術について検討していくということが１つ目の固まりでございます。 

 ２つ目、技術をどう磨いていくかというところで申し上げますと、まず個別の技術の低

コスト化・省エネ化に向けた研究開発を進めること。また、２点目にありますように、共

通の不確実性・課題として、例えばコスト・ポテンシャル・ＬＣＡなどをどのように判断

していくか、評価していくかといった物差しがまだ十分にはない状況ですので、そういっ

た評価手法・技術開発を行う、また、データ収集を行っていくと。 

 そして、３点目にありますように、こういった評価軸をつくった上で、産・学・官も連

携しつつ、海外とも協力して、必要に応じて国際標準化を図っていくというところが鍵と

なってまいります。 

 そして、どのように産業化につなげていくかというところですけれども、供給側をプッ

シュするということもありますけれども、１点目にありますように政府調達による初期需

要の創出あるいは企業による購入の慫慂といった形で、需要サイドから引っ張ってくる、

高い段階でも早めに買っていくということで、早期の商業化を促していくというのが１つ

の方向ですし、また、３点目にありますボランタリーカーボンクレジット市場においてこ

のネガティブエミッション関連のクレジットが導入されるように、位置付けをほかのクレ

ジットとの関係でどのように位置付けるか、あるいはどのような取引プラットフォーム、

あるいはルール整備が必要かといったところについて、今後検討を進めていく必要がある

というふうに考えております。 

 ネガティブエミッション技術は以上でございます。 

○白石座長  ありがとうございました。ただいま説明がございましたＣＣＳについて、

国内外におけるＣＣＳ事業を具体的に検討する企業でございますＩＮＰＥＸからヒアリン
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グを行います。御発表は５分以内とさせていただき、５分経過の時点でベルとTeamsでの

コメントにてお知らせさせていただきます。事務局説明が終わった後、委員の皆様から質

問をいただき、最後に御回答をいただこうかと考えております。 

 それでは、ＩＮＰＥＸの加賀野井様、よろしくお願いします。 

○加賀野井様  おはようございます。株式会社ＩＮＰＥＸ、水素・ＣＣＵＳ事業開発本

部の加賀野井と申します。本日はよろしくお願いいたします。 

 ＩＮＰＥＸでは、今年２月９日に長期戦略と中期経営計画を公表しました。2050年ネッ

トゼロへの挑戦としまして、ＣＣＵＳ、水素・アンモニア、再生可能エネルギー、メタネ

ーション等のネットゼロ５部不の事業を加速すると。商業化に向かっていくというふうに

宣言しております。一方で、従来の強みであります石油・ガスの上流分野におきまして、

天然ガスシフト、ＣＣＵＳの導入などの徹底したクリーン化を前提に、引き続き需要に応

じた安定供給を図るというふうに宣言しております。 

 次をお願いします。2030年に目指す姿としまして、石油・天然ガスは引き続き不可欠な

エネルギー源としてその安定供給を図るということで、特にアジアを中心としましては引

き続き堅調な需要が想定されますので、天然ガスにおきましてＣＣＵＳとうまく組み合せ

ながら徹底したクリーン化を進めて、収益基盤として強化・拡充すると。この安定したキ

ャッシュ・フローをクリーンな分野に、水素・アンモニアですとか本日のこのＣＣＵＳと

いった部分に展開していくというふうに考えてございます。 

 次をお願いします。ＣＣＵＳにつきましてはもう皆さん御存じとは思いますが、簡単な

ポンチ絵がこのようになっております。ＣＯ２を分離・回収して地下に貯留するというこ

とになってございます。 

 次をお願いします。国内におけるＣＣＵＳ──今回、「Ｕ」がこのスライドに入ってお

りますが、Utilizationですので、固定するのみならず、何らかの付加価値をつけるとい

うことで、こちら２つ、現在弊社が取り組んでいる事業、実証試験になりますが、ＣＯ２

を地下に入れて油を押し出して取り出す。あるいは、天然ガスから水素をつくるときに副

産物として出てくるＣＯ２を地下に入れて、逆にここではガスを押し出して、そのガスか

らさらにまた水素をつくって、水素を発電やアンモニアに使うと。こういったことでＣＯ

２を使えると同時に、最終的に地下にＣＯ２を固定すると。 

 以上が、このＣＯ２を地下に入れることで油やガスを回収するのでＣＣＵＳとなります

が、石油や天然ガスの増産、こういったものを伴わないＣＣＳ──ただのＣＣＳですね、
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これに関しましては、事業のための法制度が国内には存在しておりません。これは先ほど

早田課長がおっしゃっていたこととまさにリンクする部分でございまして、関連作業や輸

送・貯留するＣＯ２に関わって事業者が負うべき責任の範囲が明確ではございません。そ

れから、これはあくまでもさらなる作業になりますので、経済的なインセンティブもない

ということで、取組が難しくなってございます。 

 次をお願いします。海外につきましては、引き続き上流、石油・ガスのプロジェクトの

ＧＨＧの削減手段としてＣＣＳを立ち上げて、さらにそこをハブという形で、ハブ＆クラ

スターの可能性を追求していくと。右下のほうに図がありますが、出るところと入れると

ころが１対１ではなくて、複数をリンクさせたような形になります。こういった可能性を

追求していくと。東南アジアにつきましては、これは大臣が一番最初にお話しされました

「アジア・エネルギー・トランジション・イニシアチブ」、それから、早田課長もおっし

ゃっていたアジアＣＣＵＳネットワーク、こういったところに積極的に関与して貢献をし

ていきたいというふうに考えてございます。 

 次をお願いします。これは具体的な海外での例となりますが、オーストラリアのイクシ

スＬＮＧプロジェクト、弊社が操業しているＬＮＧプロジェクトです。ここで2020年代の

後半にＣＣＳを導入して、将来的には自分たちのＣＯ２のみならず、近辺あるいは国外、

オーストラリアの国外から持ってきたＣＯ２を入れられるようなハブ事業を目指せないか

ということで、今検討を開始しているような状況でございます。 

 次をお願いします。ということで、今後弊社ＩＮＰＥＸのＣＣＳ事業の進め方として、

３つの柱、下に書いてございます基盤強化──技術力、それから法整備といった基盤強化。

それから、既存案件、既に今検討している案件を着実に進めていく。さらに、新規の案件

をどんどんつくり上げていくと。この３つの柱で加速をしていくと。ＣＣＳ／ＣＣＵＳ事

業に関しましては、自社アセットのＳｃｏｐｅ１＆２の排出量削減ということで、まずそ

このＣＣＳを優先しつつ、国内におきましては制度設計の部分から政府と連携したいと考

えております。国内におきましては適地評価を進めまして、早急に事業化案件を立ち上げ

て推進していきたいと。そのためには、やはり法制度の整備が必要となってまいります。

海外におきましては、海外の国営上流会社等と協業の機会を追求してまいります。最終的

にハブ＆クラスターモデルというものを追求していきたいのですが、まだモデルが確立さ

れておりませんので、実際に事業者自体、ＣＯ２を出しているところではなくて事業者、

埋めるほうの人間には、その削減にはつながりませんが、このモデルは全体としては最適
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なモデルというふうに考えておりますので、ここを他業種、例えばＣＯ２の排出事業者さ

んと連携しながら進めていきたいというように考えております。 

 以上となります。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 続いて、国際戦略について事務局から説明をお願いします。 

○小泉資源エネルギー庁国際課長  ありがとうございます。資源エネルギー庁国際課長

の小泉でございます。それでは、国際戦略につきまして、資料３に基づき御説明させてい

ただきたいと思います。 

 まず、おめくりいただきました３ページ目に、基本的な視点、これはクリーンエネルギ

ー戦略における３つの論点と関連付ける形で要素を並べております。次ページにもう少し

詳しく書いてございますが、基本的には、気候変動問題への積極的な対応を通じて、海外

の成長市場も含めた次なる大きな成長の取込みにつなげる等、好循環を形成していくと。

それに向けた国際連携や競争力強化に戦略的に取り組んでいく必要があり、また同時にエ

ネルギーの安定供給・安全保障との両立にも留意していく必要があるということで、次の

ページ、世界全体では昨年11月のＣＯＰ26なども契機に、ネットゼロに向けた機運という

のは、これは着実に高まっているところでございますが、同時に、それをいかに自分たち

の有利に進めていくかということも含めて、政策とか手法については、ある種きれいごと

の「協力」だけではない「競争」という側面もかなり強まってきている、そういう現実が

あるのではないかと。日本としては、ネットゼロという目指すべきゴールは同じだとして

も、その実現の仕方は各国それぞれであろうと。また、ＩＥＡも言っていますようにイノ

ベーションが重要であり、先進国だけではなく途上国としっかりエンゲージしていく必要

がある。この３点を基本的なラインとして、先進国、それから新興国、途上国と、それぞ

れ二国間・多国間の枠組みで連携を進めてきているところでございます。 

 ６ページにございますように、米国とは昨年４月の日米首脳会談なども契機に幅広いク

リーンエネルギー技術の協力、あるいはそれも活用したアジア太平洋地域等での第３国協

力の推進をしておりますし、１枚飛ばしまして、欧州とはグリーンアライアンスというこ

とで、イノベーションや国際ルール形成等を念頭に協力を進めてきております。 

 そして、これらとともにやっぱり一番大事になってきますのは、今後の成長センターで

もあり、またエネルギー需要、ひいては排出量も伸びていくと見込まれる、アジアをはじ

めとする新興国との協力、これをいかにしていくかということが鍵だと思っておりまして、
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この11ページにございますとおり、日本としては各国の経済成長ニーズや、もちろん地理

的な、あるいは経済的な多様性などにも対応しつつ、日本ならではの資源、こういうもの

を通じて、現実的かつ多様な「トランジション」とグリーン成長の両立を図っていく、こ

ういうことが重要ではないかと考えております。 

 12ページには成長市場としてのアジアのポテンシャル、それから13ページ以降は、これ

は御参考ですが、ＥＩＡの分析でも、今後30年間でアジアの電力需要は2.5倍に伸びるも

のの、自然体では引き続き石炭とか天然ガスといった化石燃料が６割を占める、こういう

実態がございまして、例えば太陽光とか風力といった再エネを入れるといっても、これは

なかなか地理的に偏りがあって入れられるところは限られていると。 

 16ページまで飛ばしていただきまして、こうした状況や、あるいは域内のグリッドの整

備状況、あるいは今存在する石炭火力等のインフラの状況に鑑みると、欧州のように、こ

れはかなり高経年化した古い石炭火力をどんどんリタイアさせて再エネを入れていく、そ

れのほうが経済的にも理にかなっている。そういうアプローチをそのまま当てはめるには

ちょっとなかなか難しいところもあるのではないかと。むしろ日本とのほうが、ある種悩

みを共通するところもありますし、もちろん地理的・歴史的なつながりもある。したがっ

て、こういうところをエバレッジにして、一緒にやっていくことができることがあるので

はないかということでございます。 

 17ページは飛ばしまして、18ページ、このように日本の技術開発や制度構築の成果、ノ

ウハウ、こういったものをアジア全体で活用して、アジアとともに、一緒になってゼロエ

ミを目指していく。そういう共同体のようなものを目指していったらいいのではないかと

いうことでございます。 

 次のページ、日本は昨年来、アジアのトランジションを支援していく、アジア・エネル

ギー・トランジション・イニシアチブ（ＡＥＴＩ）という取組を進めてまいりました。具

体的には、各国のカーボンニュートラルに向けたロードマップづくりへの支援、それから

個別プロジェクトへのファイナンス、あるいは民間資金の導入に向けたアジア版のトラン

ジションファイナンスの考え方の確立ですとか浸透などに取り組んできておりますし、こ

うした日本のアプローチやイニシアチブについては、20ページ、21ページにございますと

おり、各国からも非常に歓迎されていると。我々、手応えを感じているところでございま

す。 

 そして、こういった取組をさらに強化・具体化し、アジアの有志国とともに一緒になっ
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て力を合わせて、22ページのところにありますように、柱としてはゼロエミ技術の開発・

展開、それから共同での投資や資金調達、技術の標準化、また共通のカーボンクレジット

市場の構築など、もちろん足元では非常に大きな課題になっておりますエネルギー安全保

障の強化に向けた連携も含めて、いわば「アジア・ゼロエミッション共同体」というよう

なものを目指していってはどうかということで、岸田総理も、23ページにありますとおり、

１月の施政方針演説、ダボス会議等でも提唱されているところでございます。 

 また、具体的には、24ページにありますとおり、インドネシア、ベトナム、タイ、豪州

といった国の間では、それぞれ二国間でトランジションの推進について協力覚書等が結ば

れております。 

 ここまでが大きなコンセプト、考え方の部分でありまして、26ページ以降は、先ほど申

し上げたゼロエミ技術の開発とか共同での資金調達、規格標準化、カーボン市場、あるい

はエネルギーセキリュティーの各分野でのそれぞれの動きを紹介しております。 

 時間の関係もありますので、ごく簡単に御紹介させていただきますと、26ページ目に各

国でやっておりますロードマップ策定に向けた支援の動き、それから次のページ以降は地

域内での水素やアンモニアのサプライチェーン構築に向けた取組を御紹介しております。 

 また、29ページ、こうしたものを活用したゼロエミ火力の展開、それから、その次、Ｃ

ＣＳの取組などを進めつつあるということ。 

 それから、32ページ目以降は、先ほども御紹介させていただきましたアジアでのトラン

ジションファイナンスの確立・普及に向けて、特に34ページに御紹介してございますが、

日本だけではなくて、アジアあるいは欧米の金融機関を巻き込んでこういったスタディー

グループをつくって、トランジションファイナンスというものを確立しようとしていく動

き、国際的な動きが進みつつあります。 

 少し飛びまして、標準化に関しては、特にクリーンエネルギー分野でどんなことが考え

られるか。41ページではアンモニア・水素を例に挙げておりますし、また、アジアでの再

エネ・エネマネ事業の展開、42ページ、それからＣＥＦＩＡ、人材育成についても紹介し

ております。 

 45ページでは、サプライチェーンのゼロエミ化を進める上で重要な排出量データの連携

とか共有・推進に向けたデジタル基盤の整備についても御紹介しております。 

 また、クレジットに関しては、47ページ以降、ＪＣＭの二国間クレジット、これをＣＣ

Ｓでも活用していくというようなアイデアを紹介しております。 
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 それから、安全保障に関して簡単に触れさせていただきますと、51ページ以降、現下の

ウクライナ情勢も含めて、トランジションの取組を進めていく上でもますます重要性を増

すエネルギー安全保障・安定供給との両立に関して、すぐになくなるわけではない化石燃

料の需要を満たすために安定供給の確保が重要と。上流部門も含めて、引き続き必要な投

資を確保していく必要があると。それがひいては着実かつ安定的なトランジションの推進

にも資するし、また、重要鉱物、これはクリーンエネルギー技術に欠くことができないの

で、この確保も積極的に取り組んでいく必要があります。 

 それから、52ページにありますように、重要なツールであります公的ファイナンスにつ

いても、国際的な議論の流れも踏まえつつ、こうした支援ツールを活用し、各国を一層脱

炭素の取組に誘導し、排出削減につなげていくとともに、もちろん日本のエネルギー安全

保障やﾃｲｼｮｺｸﾌ等のエネルギーｱｸｾｽについてもしっかり配慮が必要であるという基本的な

考え方をお示ししております。 

 続いて、気候ルール策定に向けた動向について、地球環境対策室の川口室長からお願い

します。 

○川口地球環境対策室長  54ページでございます。ＣＯＰ26以降の気候変動をめぐる国

際的な議論の焦点ですが、ＣＯＰ26までは、いかに野心と言われる、目標を上げるかとい

うことだったのでございますが、その結果として、日本、米国、ＥＵ、左下でございます

けれども、野心を高めた国もあれば、中国、インド、ロシアなど、まだ野心がそれほど高

まっていない国、カーボンニュートラルの目標も、2050年を目指している国もあればそれ

以降を目指している国もあるということで、今後の焦点は、むしろこうした差があること

に対して起因する競争上の不公平、それから野心が低い国に結果として炭素が漏れ出てし

まうという炭素リーケージのリスクをどう調整するかというルールの策定に関する議論が

盛んになっていると考えております。 

 55ページは、それぞれ、例えばＥＵの炭素国境調整措置がよく議論の俎上に上がります

が、それ以外にも様々なイニシアチブが立ち上げられております。 

 56ページですが、そのルールという視点から見ると、軸を幾つか分けて見る必要がある

と思っております。まず、この56ページの左上の軸ですが、ではどの国なのか、分野でそ

ういう差を調整するのかという議論が１つ軸としてあります。 

 軸の２番目は、その差分を見るときに、政策の強度で差を見るのか、例えばそれは炭素

価格の差で見るのか。ただし、その炭素価格と言ったときに、炭素税のような明示的な炭
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素価格というものがあれば、そうではない、例えば規制だとかいった暗示的炭素価格も含

めて見るのか、それをどうやって測るのかといったことの差を見るということもあります。 

 もう一方で、軸３でございますが、いやいや、その政策強度ではなくて、あくまで政策

を行った結果として、結果について差分を見るのだろうということで、それは例えば炭素

集約度ということでございます。それは企業での炭素集約度でもあれば、製品に含まれる

炭素集約度ということもあります。ただし、この炭素集約度を測る際も、どのＳｃｏｐｅ

で計測するだとか、そういったルールというものがあります。さらに、炭素集約度を測っ

た上でどういうふうに製品を定義するのかというルールがあります。 

 こうした軸の上で、下にありますように、国境調整措置だとか、むしろ政策強度をそろ

えようという最低炭素価格合意をつくろうだとか、いや、軸３で見て、むしろいい製品を

積極的に調達しようというような右の動きもあるということでございます。 

 以上でございまして、57ページは、この国際戦略を通じて本日御議論いただきたいこと

を３つ大きく分けております。１つ目は、どのような枠組みで関係性を構築すべきか。そ

の際、どういうメッセージを発信していくべきか。２番目は、日本がどういった場を活用

して、どういう提案をしていくべきか。３番目は、製品の炭素集約度に着目してルールを

つくろうという動きに対して、どう日本として対応していくべきか。こういうことについ

て焦点を当てております。 

 以上でございます。 

○白石座長  ありがとうございました。 

 それでは、先ほどの事務局及びＩＮＰＥＸの説明に対する質疑応答と意見交換の時間と

させていただきます。オブザーバーの方を含め、御発言、御質問を希望の方は、ネームプ

レートを立てていただくか、オンライン会議システム上でのチャット機能で御発言希望の

旨をお知らせください。御発言は１人４分以内とさせていただき、４分経過の時点でベル

とTeamsでのコメントにてお知らせさせていただきます。 

 まず最初に、林委員、お願いします。 

○林委員  ありがとうございます。すみません、本日早めに失礼するので、簡単にコメ

ントだけさせていただきます。 

 本日は御説明ありがとうございました。今日事務局の方から御説明いただいたこと、そ

れからＩＮＰＥＸの加賀野井様から御説明いただいたことは、一々本当になるほどなと納

得することばかりだったのですけれども、１点コメントとして、特に日本にとって大事な
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アジアを中心としたネットワークをつくっていくということについては大賛成でございま

すけれども、そのときに、いろいろな海外との、欧米ともいろいろな協力を今されている

というふうにおっしゃっていただきましたけれども、私はその資本市場でつくづく感じて

おりますのは、日本でいろいろなことをやっていったとしても、結局最後、お金が必要だ

となったときに、アジアに必ずしも十分な資金がない中で、欧米の参加者からも資金を取

っていく必要があるかと思っていますので、当然ながら欧米の方々ともいろいろな議論は

されていると思うんですけれども、できるだけ欧米がやろうとしているルールづくりに何

らかさらに絡んでいくことによって、アジアでやっていこうとするいろいろなＣＣＵだと

かＣＣＳだとか、そのほかのトランジションについても、きちんと海外の資金をつくよう

なことをさらに、国際的な資本市場の関係者あるいはステークホルダーの理解というもの

を進めていただければと思っております。なぜならば、つい最近、国際機関の方とお話し

する機会があったのですが、トランジションについては資金を出すつもりがないというよ

うなことをおっしゃられたところがあって、それは大変残念だなというふうにも思ったこ

とがつい最近ございましたので、改めてお伝えをしたいと思っております。 

 あと、いろいろな資料にもまたがることですけれども、エネルギーの安全保障というこ

とがこれまでになくますます意識される中で、今日は原子力のお話もありましたし、前回

も原子力の議論は避けて通れないというふうに申し上げましたけれども、ここの部分につ

いては政策の予見性をしっかりと、あるいは国民の理解を得るというところにさらに力を

入れていただいて、きちんと建設的な議論ができればいいのではないかなというふうに思

っております。 

 最後に、コストということについては、恐らくＩＮＰＥＸ様もおっしゃっておられまし

たけれども、一事業会社だけで負担できないことがあろうかと思いますので、それについ

ても政策的にどこまでやって、あとはどうやって民間と、それからあと利用者が負担する

のかという全体の理解というものを共有できればいいなというふうに考えております。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 次は、馬奈木委員、お願いします。 

○馬奈木委員  ありがとうございました。それでは、複数の点についてコメントさせて

いただきます。 

 まず、自動車のお話がありまして、電気自動車のいい点は、施設ごとに新しいバージョ
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ンでプラットフォームをつくれるという点が、通常の工場ごとに同じような工場を世界中

に造っていくというビジネスと違う点なので、比較的今の日本の現状は厳しいかと思いま

す。そういう中で、そこをキャッチアップしながらプラグインハイブリッドと連携を取る

ことがまずは大事だと思います。 

 その一方で、かなり以前から話題になっておりました燃料電池のＦＣＶなどは、過去に

おきましては大量化をすることでコストダウンを図り、そのコストダウンをもってみんな

で通じるようにしようというビジネスでありましたが、それでは全然コストが下がらない、

あまり十分には下がらないということで、今は基礎研究のほうにかなり、大学と連携しな

がら移っております。それがどこまで今後の可能性があるかなどは、ぜひ調査いただきた

いと思います。 

 次に、ＣＣＳに関してなのですけれども、こちらも長い間ずっと展開をしている一方で、

ビジネスはありませんので、今後フィードイン・タリフまたはフィードイン・キャパシテ

ィーのようなビジネスモデルが成り立つかというと少し疑問でございます。 

 その次に、原子力に関しましては２つの面があると思います。 

 １つの面は、現実で今あるものをどう再稼働化されるかというときに、議論して合意を

取る場があまり十分にしっかりないので、それは産業界からもあまりなく政府からもない

ので、そこのリンクを取っていくべきかと思います。 

 その一方で、高度な技術のほうは、先ほど資料にもありましたように高炉ガス炉は水素

製造ができますので、水素をもし国内で進めるのでしたら原子力との連携は必要になるか

と思います。そういう意味で、話題になっているからといって、小型炉、ＳＭＲなどに飛

び付かなくても、通常の新しいものということでやり得る可能性はあるかと思います。 

 現実の問題は、ハイテクであるということと再稼働の間にあります、どう人材育成をす

るかというのが非常に難しい点であります。国立大学に限りますと、ピーク時では大学に

入学する原子力を専門にする人というのは600名以上いたのですけれども、今は300名以下

ですね。そういう中で人が育てなくて、卒業しても原子力関係にはあまり行きません。そ

ういう中で、アメリカ、イギリスの場合ですと、そこにこの大型支援をしながら人を育て

て、中途からでも社会人教育をする場があります。そこがないのが今の現実面での問題か

と思います。 

 最後に、ＣＯ２の排出権取引に関してお話ししたいと思います。排出権取引は、京都議

定書以降25年間ずっと議論のみになっておりまして、現実ではなかなかなく、その間にヨ
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ーロッパだと排出権取引が出て、それが基に中国その他に波及しながら進んでおります。

制度を一度つくることによって、これがある意味の輸出になるようなものというのが非常

に大きな学んだ点であります。その意味で、国内でも急ぎでつくらなければ、今後、アジ

アだけではなくて国際的な市場を取りに行くというときに制度設計に絡めないのではない

かと思います。そういう意味で、ボランタリークレジット制度を活用しながら、アーリ

ー・ムーバーを活用して、この一部で入っていただきながらそれを拡張するような仕組み

がいいかと思います。国内のみに閉じたＪクレジットなどのように、制限が非常に大きい

仕組みですと難しいかなと思っています。 

 以上です。ありがとうございます。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 次は、重竹委員、お願いします。 

○重竹委員  重竹でございます。幾つかコメントと、それから質問をさせてください。 

 まず最初は、国際戦略の件。国際戦略を考える上で、地政学的な視点を入れるべきでは

ないかと思っています。今日お話のあったアジア中心、特に東南アジアを中心に、そこに

技術的な貢献をして、競争と協力みたいなことを考えてカーボンニュートラルの取組をリ

ードしていくと。これは大変すばらしいことですし、日本が現実的なトランジションの道

筋をたどりながら、かつそれを成長につなげていくためには大変極めてよい戦略だという

ふうに理解をしました。で、それだけではちょっともったいないかなと思っています。何

を申し上げているかというと、地政学的な視点を入れて、例えば──例えばというか、特

に中国とインド辺りを含めてカーボンニュートラルをどうするかということを考えたほう

がいいのではないかと。もっと言えば、カーボンニュートラルを一旦外して、地政学的に、

例えば中国は今後どうしてくるのかですとか、それに対して日本とか日本企業はどうして

いかなければいけないのか。そのときにインドをどう考えるのかと。こういったようなこ

とを、ある意味、準地政学的なことを踏まえて、そこで、言葉を選ばずに言うと、カーボ

ンニュートラルを手段としてどう活用してそのリスクをマネージしていくかといったよう

な観点があるともっといいのではないかなと思います。 

 例えば、今後日本企業は、恐らくレジリエンスを考えると、いろいろな産業で、バリュ

ーチェーン、サプライチェーンを大きく組み替えていかないといけないということがあり

ます。そういった組替え、今日はサプライチェーンに関するカーボンニュートラルの話も

出てきましたが、そういった地政学的なことを考えてサプライチェーンをどういうふうに
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組み替えるかということを考えて、そこでカーボンニュートラルをどういうふうに我々が

リードしていくのかということを考えると、日本にとっても日本企業にとっても、それか

ら国にとっても地域にとっても、経済的にもカーボンニュートラル的にもＷｉｎ－Ｗｉｎ

の戦略ができるのではないかなというふうに思った次第です。 

 それから、自動車について。欧州のＯＥＭさんは、数年前まではモビリティというふう

に、ＭａａＳみたいな話にものすごくシフトしていましたが、ここ数年で極端に今度はＥ

Ｖのほうにシフトしています。エネルギーを起点に成長戦略を書いていくというのでした

ら、やっぱりＥＶ、このＥＶがもたらすいろいろな広がりを考えると、ＥＶの闘いでどう

考えるかということをまずまっしぐらに考えるというのがあるかなと思っています。この

普及の加速化というのは政策的なレバーが一番効くところですので、それはもう既にやっ

ていますけれども、そういったことをもって考えていく。例えば、買うときだけではなく

て、メーカーさんの保証が切れた後の、これは今、消費者が裸でリスクを取っていますけ

れども、それをどうするのかとか、その後の中古車の流通とか、電池を交換するときの費

用はどう負担するのかとか、こういった自動車のライフサイクルを考えたようないろいろ

な施策というのが効いてくるのではないかなと思います。 

 また、自動車については、せっかく日本が強い産業ですから、これはもう徹底的にサポ

ートすべきであると。強みを徹底的に強くしていくというのは、ある意味戦略の基本の一

つです。もちろん弱みをどう守るかというのもありますが、強みをきちんと強くしないと

弱みを守ることができないです。したがって、まずこの強い自動車産業をどういうふうに

さらに強くするかというのが多分一丁目一番地なのかなというふうに感じた次第です。 

 原子力について。2050年の日本におけるカーボンニュートラルにどこまで原子力が貢献

するかというのは、これはもう世論がどうなるか、政策次第だと思います。これは結論ま

でにはまだ時間がかかるだろうと思っています。ただし、今日のお話を聞いて改めて思っ

たのは、気を付けなければいけないのは、その結論が出るまでの間に、やっぱりこの原子

力関係の技術を風化させてはならないという話と、それから、いろいろな先進的な取組、

これを鈍らせてはならないということを改めて感じた次第です。これは人類にとっても非

常に重要な技術ですし、また、これも日本がリードできる分野ですので、短期的な視点で

その火を消すというのはいけないのではないかなと思いました。 

 ＣＣＳについて。これ、前回、キャプチャーの技術の話がありましたが、やはりお話を

伺っていて、埋めるところ、どこに埋めるのかという、その埋めるテクノロジーが鍵だな
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と改めて思った次第です。漏れるリスクとそのライアビリテイー、これを誰がどのように

負担するのかというのは極めて大きな問題で、これが解決しないと、この法制度の問題と

かを解決しないと、なかなか事業化は難しいかなと。 

 それからあと、今日の資料を拝見して、やはり国内だけでは足りないということがあり

ます。既に海外でもいろいろやられているということは今日もありましたけれども、海外

のオプションもやはり並行して検討したほうがいいのではないかと。加速化させたほうが

いいのではないかと。その際に、事業モデルも一緒に考える。埋める技術だけではなくて、

事業モデルとしてどう成り立たせるのか。例えばＬＮＧを持ってきた人たちがそのままＣ

Ｏ２を積んで帰るみたいな、こういうような、どういう事業モデルでこれを実現するのか

というのをセットにして、そこに対するサポートを考えていくというのが必要なのではな

いかなと思います。また、このＣＣＳの話は、モニタリングの話とか、これによるカーボ

ンクレジットのいろいろな国際的な制度の話があります。このルールメイキングをちゃん

とリードしないと、せっかく技術を磨いて事業化をしても、これがグローバルに見たとき

にグリーンと認められないみたいなリスクがありますので、ここのところをきちんと押さ

えておくというのが重要なのかなと。 

 最後に１点、ＩＮＰＥＸ様への質問ですが、やはり大変先進的なすばらしい取組をして

いるということ、また、Ｅ＆Ｐの経験を持つ数少ない日本企業ですので、やっぱりここの

技術、実用化に向けた技術の観点は大変に期待が大きいと思った次第です。 

 質問は、埋めるとか漏れないようにするという、ここの部分のエンジニアリング技術。

日本というのはどれぐらいこれがグローバルに見て進んでいるのかというのをぜひ教えて

いただきたいなと。海外ではやはり上流をやっている会社がいろいろあって、そこは地面

の中を三次元的にシミュレーションして、ＡＩを使って、どうやったら漏れるのか、漏れ

ないようにするのかみたいな、ここを解明する技術がどんどん進んでいると聞いています。

そこをやっぱりちゃんとするというのが、やはり先ほどのライアビリテイーの話を緩めて

いくためには非常に重要だと思いますので、この辺りの日本の漏れないようにするところ

のエンジニアリング技術がどのくらい進んでいるのかというのをぜひ教えていただければ

と思います。 

 私からは以上です。 

○白石座長  ありがとうございます。 

 次は、大場委員、お願いします。 
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○大場委員  大場でございます。よろしくお願いします。 

 自動車産業ということで、ＧＸの先進的な取組、３つの視点と３つのレイヤーで網羅的

にまとめていただきましてありがとうございます。私の観点から申し上げますと、まず、

国内に立地している製造業をどう脱炭素化するかという問題。そして、電動化に向かう国

際マーケットの中でどう競争力を維持するのかという問題というのは、これはどちらかと

いうと雇用問題として重要であると。また別に、国内での利用段階の排出量。簡単に言う

とモビリティの脱炭素化・電動化であったり、合成燃料の利用という話と雇用問題という

のはちょっと別のレイヤーの話で、製造業の脱炭素化とモビリティの脱炭素化というのは

対策も本来別のものではないかというふうに私は考えています。 

 その製造段階の脱炭素化ということに関して言いますと、御紹介あったように、電力の

脱炭素化や再エネの価値取引だけではなくて、例えば鋳造用の溶解炉の電炉転換などが自

動車産業にとっては非常に喫緊の重要な課題になっていまして、この熱需要の転換という

意味においては、この本検討会のもともとの重要項目でもありますので、より重点的に扱

っていただきたいなというふうに考えています。 

 また、今回の資料を拝見しますと、ヨーロッパの諸国で思っていた以上にハイブリッド

の販売が伸びているなという印象を持ちました。そういった国はハイブリッドを将来的に

やめるということになっているわけなのですけれども、国際戦略のところで、アジア・エ

ネルギー・トランジション・イニシアチブで、アジア諸国がハイブリッドの販売禁止をし

てもらわないように、ちょっとそういう話をしていったりとか、あと、過渡的なハイブリ

ッド技術の重要性を政策的にコミットしてもらうというような働きかけも今後また重要な

のではないかなというふうに思いました。 

 また、電気自動車が増えていきますと、今後蓄電池や金属資源の奪い合いというような

世界になっていくかと思いますけれども、そういった観点では、蓄電池のキロワットアワ

ー当たりにどれだけＣＯ２を削減できるかというような観点が今後より重要になってくる

というふうに考えられて、その際にハイブリッドという技術がまた再評価される可能性が

あるのではないかなというふうに考えています。 

 その自動車産業全体のＣＯ２排出量というふうに言いますと、実は製造段階よりも、当

然なのですが販売した後に使われる利用段階の走るときのＣＯ２が一番多いわけなのです

けれども、個人所有者の場合、Ｓｃｏｐｅ１・２の観点でいくと、排出責任主体が個人に

なってしまいますので、そのままだとＥＶの販売補助ぐらいしかインセンティブがないと
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いうような状態になります。それを考えますと、個人だけではなくて事業車両も含めて、

利用段階のＣＯ２削減を経済的に評価するということが、自動車産業全体のカーボンニュ

ートラルを削減する最大のポテンシャルがそこにあるというふうに思います。そのために

は、リアルタイムで走行中のＣＯ２を、排出量をモニタリングしたり、それを排出量取引

を行う仕組みを導入するとか、あと、所有権をサブスクモデルで利用者に渡さず、Ｓｃｏ

ｐｅ１で減らすというような観点の仕組みの推進というのが必要なのだろうというふうに

思っています。 

 自動車産業というのは、日本に残された最後の貿易収支が黒字の産業というふうに言わ

れていますけれども、そういった意味でカーボンニュートラルというのは、その日本の最

後の競争力のある産業が存続の危機にさらされているという、そういった危機感が必要だ

というふうに思います。 

 原子力に関してなのですが、私、先日、テレビ朝日の「朝まで生テレビ！」という番組

に出ていたのですが、それで、番組では取り上げられなかったのですが、ある視聴者の方

が、若手の原子力技術者の減少を懸念するというツイートをその番組に対してしたところ、

２万いいねがつくと。全く番組内と関係ないのですが、それが一番高く評価されたツイー

トということがありまして、私、それを見てちょっと時代が変わってきたなというふうに

感じました。そういった、今後もし原子力を利用するのであれば、人材というのは一回切

れてしまうともう二度と戻ってこないので、御紹介にあったような人材育成の観点は非常

に重要なのですけれども、まさに待ったなしという危機感をぜひ共有いただけたらなとい

うふうに思います。 

 ネガティブエミッションのところなのですけれども、ブルーカーボンや海洋アルカリ化

というアプローチが御紹介ありましたけれども、これというのは一種の海洋隔離の技術だ

と思いますが、海を越えた目的で使う場合というのはロンドン条約に抵触する可能性があ

るのではないかというふうに思ったのですが、これは質問で、現在ではどのように国際条

約上整理されているのかということをお聞きしたいです。 

 また、海洋アルカリ化というのは生態系への影響が懸念されると思うのですけれども、

１年前、ＵＣＬＡからシングルステップ炭素隔離貯留という技術が紹介されていて、これ

は空気中よりも海水中のＣＯ２のほうが150倍濃度が高いので、海水中からＣＯ２を除去し

たほうがコストが安くて、海水中からＣＯ２を除くと自然に海にまた溶けて戻るというよ

うなアプローチのものがあるのですけれども、こういった技術もまた候補に入れていただ
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ければなというふうに思います。 

 最後に国際戦略なのですけれども、アジア・エネルギー・トランジション・イニシアチ

ブとか様々な取組は非常に重要なのですが、こういった連携しやすいというか、貢献しや

すい国々と技術協力するというのは非常に重要なのですけれども、今後そういう意味では

グリーン水素、グリーンアンモニアを見据えたブルー水素、ブルーアンモニアというのが

非常に重要で、それを反対する勢力というのはこれから必ず出てくるというふうに思いま

す。そういう意味では、アジア以外の国々でブルー水素を重視している、例えばイギリス

やノルウェーやアメリカというような国とも、ブルー水素の重要性について連携を深めて、

また必ずしも日本と関係が深くない国々も含めて、数の論理もありますので、反対勢力が

マジョリティーにならないような、国際政治上の戦略をどんどん深めていっていただきた

いなというふうに思います。 

 以上になります。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 次は、工藤委員、お願いします。 

○工藤委員  ありがとうございます。ちょっと通信環境が悪いので、音声のみで失礼い

たします。 

 お取りまとめ、大変ありがとうございます。まず、国際戦略については、今日御説明い

ただいたとおりだと思います。一方、アジアについては、中国なども協調を大変強化して

おりまして、過去、国際金融ビジネスをやってきた身からすると、アジアの国も大変した

たかで、研究人材育成の補助金は日本から、設備はコストの安い中国からというずれがた

くさんございました。各国のアジア共通政策の分析と、将来の商用化も見据えた課題分析

をしっかり行って、頭に置いて進めてはいかかがと思います。 

 次に、産業のＧＸについて、３分野についてコメントさせてください。 

 まず、自動車についてです。現在のビジネス環境についてですが、自動車産業は国内製

造台数の約半数、500万台を輸出しています。海外を抜きには語れない構造の中、今回の

整理はやや視点が国内に寄っているように感じます。自動車に限らないのですけれども、

グローバルに活動する日本企業は、米中の地政学リスクなど国際的ビジネス環境が不確実

な状況の中で、微妙なバランスを取っていく必要もあります。海外主要国がＧＸに舵を切

り、日本より莫大な政府支援で進める中、将来にわたって国内生産が輸出競争力を持つた

めに何をすべきか。各国が地産地消の方向の政策を打ち出す中で、日本政府が不利になら
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ない、国際ルールメイキングをどうしていくか、こういった視点も加えるべきだと思いま

す。 

 加えて、欧米機関投資家からＥＳＧ情報開示要請や莫大な金額になっているＥＳＧ投資

動向、国際基準などの変更なども考慮すべき事項になりつつあると思います。今後の国際

競争力確保に当たって、再エネ、グリーン水素、脱炭素化された鉄鋼、化学製品など、素

材の国内調達コストなど、ＬＣＡ全体での脱炭素化を国際競争力を確保できるレベルで対

応していく、国内の事業環境整備が必要といった視点も入れる必要があると思います。 

 10ページ目の海外プレーヤーについてでございますが、電源、燃料の脱炭素化など、各

国のエネルギー政策と一体的な対応が必要となっており、エネルギー政策と産業政策の一

体的運用の視点も必要だと思います。例えばブラジル、インドなどのバイオ燃料政策や、

海外の低価格電解質供給を目指す水素戦略なども重要な論点だと思います。 

 12ページ、ビジネスレイヤーについて、２点加えてはいかがかと思います。ＯＴＡ技術

などによる車販売後の収益機会の拡大や自動運転とセットになった保険事業などの新たな

事業機会の視点、また販売店による急速充電サービスなどを起点とする事業など、サプラ

イチェーンだけでなくバリューチェーン上の変化についてです。 

 13ページ目、こちらについては３点加えてはどうかと思います。まず、最適なモビリテ

ィ社会づくりにはまちづくりの発想も必要であるという視点。また、ＣＯ２削減には自動

車メーカーに加え燃料エネルギー供給事業者、ユーザー、道路・インフラを提供する政府

が最大限努力していく統合的対策の視点。水素ステーションについては、燃料電池自動車

がその特徴を生かして商用物流普及が大事なので、大型車両の水素ステーション整備の重

要性です。 

 次に、原子力についてなのですけれども、原子力についてはエネルギー基本計画でも可

能な限り依存度を低減するとしつつも、再稼働を進め、研究開発を推進する必要がある重

要なエネルギー源の一つに位置付けられていると認識しています。民間活力で着実に原子

力の活用を進めるには、安全性の確保、国民の理解の醸成に加えて、お話がありましたが

事業の可能性を担保するための予見性可能性やリスク低減策も必要。また、維持管理のた

めの人材確保という観点から、一刻も早く政府の方針を出すということが必要だというふ

うに思います。 

 ３点目、ＣＣＳ、ネガティブエミッション技術について。ＣＯ２の国際間輸送なのです

けれども、資料にもありますが、ＣＣＳの課題の一つは、日本ではＣＯ２の貯留をするた
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めの適地が限られてしまうことです。今後ロードマップを策定するとのことだが、そこで

は日本だけに限定せずに、アジア等へのＣＯ２国際間輸送の可能性も御検討いただきたい

と思います。 

 以上でございます。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 次は、大橋委員、お願いします。 

○大橋委員  ありがとうございます。今日はオンラインで申し訳ございません。 

 まず、事務局の御説明で、ＧＸと海外展開を一体として考える視点が重要であるという

のは私も賛成でございます。もし併せて言うとすると、ものを売るという視点ではなくて、

オペレーションするという視点も併せて重要なのかなと思います。つまりは、インフラ運

営をするように近い視点だと思っています。そういう点で言うと、民間企業は短期のキャ

ッシュ・フローよりは、中長期のキャッシュ・フローを見て事業を考えていただくという

のは重要ですし、そのためには政府と民間が一体となって取り組むという姿勢を政府の側

もしっかり見せていただくことというのはすごく重要だなと思います。 

 こういう観点で言うと、個々の産業の、あるいは産業分野の戦略も随分変わってくるの

かなと思っています。例えば自動車で言うと、ＥＶも含めて売り切りをしていくという考

え方以外にも、例えば蓄電池を使っていろいろな事業、アグリゲーションを含めたそうし

た事業をする、あるいはＤＸの基盤を同時に海外展開するといった視点も重要なのではな

いかというふうに思いますし、また、ＣＣＳで言うと、やはりこれは製造業を我が国が続

けていく上で欠くことができない技術ですから、それを海外でやっていくという意味では

二国間クレジットをしっかりやりながら進めていくという視点も重要だろうと思います。 

 併せて、今回ＣＣＳの事業者からも御説明がありましたけれども、2030年に始めるとい

う観点で言うと、その法整備は待ったなしだという点というのはしっかり認識しておくべ

きかなと思いますし、また、事業者さんは他の産業との連携のお話をされましたけれども、

ここの辺りをどうやって進めていくのかというところについても、ちょっとロードマップ

的なものを考えていく必要があるのかなというふうに思いました。 

 原子力は、私、革新炉も含めて、国内及び海外も重要だと思うんですけれども、これは

海外の話を考えていく上で、やはり国内のオペレーションの実績がないと難しいのではな

いかという気もいたします。ここら辺りはちょっと御回答いただければありがたいのです

けれども、そうすると、やっぱり国内でしっかりやっていくということをそろそろ進めて
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いかないといかん時期なのではないかというふうに思われます。ぜひ御検討いただければ

というふうに思っています。 

 最後はネガティブエミッションですけれども、これはカーボンニュートラルに不可欠で

ありまして、しっかり進めていかなければいけないのだと思うんですけれども、ここ、や

はりいろいろな技術が短冊で細切れにあるのですが、これをどうやってスケールさせてい

くのかというところの戦略は欠かせないのかなと思っています。ぜひそうしたところも議

論できればなと思っています。 

 以上です。どうもありがとうございます。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 次は、河野委員、お願いします。 

○河野委員  恐れ入ります、河野です。どうもありがとうございます。御説明本当にあ

りがとうございました。２点意見を申し上げたいと思います。 

 本日の資料で示されました提案というのが、クリーンエネルギーを中心として産業界全

体がどういう選択を行うべきかについて、様々な切り口からかみ砕いて解説していただい

ていると思います。こうした大きな軌道修正にはフリクションが付き物ですから、産業分

野ごと、それから企業の規模ごとに起こり得る変化に伴う軋轢には、この資料のような情

報を早め早めに出して対応していくことが重要だと思いました。 

 同時に、社会や国民に対しても分かりやすい情報を提供してほしいというふうに思いま

す。例えば、自動車産業の方向性については十分共感を得られていくと思いますが、原子

力産業については、これまでの経緯から、国民の不安や疑念を軽減するための世論形成に

力を注ぐ必要があると感じます。ビジネスとしての可能性を中心に論じられていますけれ

ども、なぜ必要なのかを曖昧にせずに、例えばカーボンフットプリントなど、ＣＯ２の見

える化なども活用して、国民との間で合意形成をしていくべき時期に来ているというふう

に思います。 

 ２点目は、ネガティブエミッションについてでございます。国を挙げて技術開発や活用

方法への支援をぜひお願いしたいと思います。先月から国が、全国の自治体などを対象に

脱炭素先行地域の募集を行っています。脱炭素社会の実現には地域の脱炭素化への努力は

もちろん大切ですけれども、産業部門で化石燃料に頼っている間は、電気を使う私たちの

暮らしも脱炭素化は困難でございます。国連のＩＰＣＣから気候変動に関する深刻な報告

書が公表されたばかりですけれども、資金も技術も限られている各自治体ですとか地域の
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工夫や努力に頼るだけではなく、国が率先してネガティブエミッションをトリガーにして、

まず国内で具体化し、実績を出していただきたいというふうに思います。そうしたことが、

つながり合った社会システム全体で脱炭素化を加速させていくというふうに期待をしてお

ります。 

 以上でございます。 

○白石座長  どうもありがとうございました。 

 それでは、西尾委員、お願いします。 

○西尾委員  電力中央研究所の西尾でございます。御説明ありがとうございました。 

 ＧＸ戦略検討の資料の関連で１点コメントいたします。決して大々的に論点出しされて

いたというわけではないのですが、先ほど大場委員から、雇用問題も別の問題として大切

であるという御発言もございましたので、それに触発されてです。 

 何かといいますと、この検討会では「トランジション」という言葉は度々使われている

わけです。一方で、ジャストトランジション、いわゆる「公正な移行」の視点も今後重要

になるのではないかと思います。具体的には、この説明資料１のスライド29に「自動車産

業『ミカタ』プロジェクト」、目指す「攻めの業態転換・事業再構築」の支援、このスラ

イドを興味深く拝見しました。これから実施されるとのことですから、この支援自体につ

きましては今の時点で期待していますと申し上げることしかできないのですが、その目指

す方向性につきましては大いに賛同するところがありました。 

 パリ協定の前文においても、労働力の公正な移行及び適切な労働及び質の高い雇用の創

出は必要不可欠であるとうたわれています。加えまして、最近ですと、ＥＵでも昨年、公

正な移行基金が創設されましたし、アメリカでも労働者支援、経済活性化の検討が進めら

れているわけです。日本でも、今日の話で言いますと、やはり自動車関連産業の550万人

の雇用という話題は、最近取り上げられている機会は増えているわけでございますが、同

様の目配せは自動車以外のものづくり、例えばエネルギー集約型の装置産業しかり、それ

から火力発電、ガス・石油の関連産業、そうしたところにつきましても求められるように

なっていくのではないかと思います。 

 経団連の「。新成長戦略」でも、「電化率を向上させることは脱炭素化に向けた有効な

施策」と述べた上で、その後に、「影響を受けるエネルギー事業者等に対する公正な移行

のための施策も含め、支援策の実施や関連制度の整備を行っていく必要がある」、このよ

うに問題提起もされているわけです。要すれば、カーボンニュートラル対応を政策的に進
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めていく以上は、影響が及ぶ産業、地域、雇用、そうしたところが前向きに取り組めるよ

うな、そうした環境整備も求められていくのではないかと思いますし、「北風と太陽」で

言うところの太陽で包み込むような、そうしたアプローチもうまく併用していくことが今

後求められていくのではないかと思います。 

 以上です。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 次は、伊藤委員、お願いします。 

○伊藤委員  ありがとうございます。２点あります。 

 今日もいろいろな御説明をいただいて学びも多かったのですけれども、自動車関係のみ

ならず、サプライチェーンのサポートをこれからどうしていくべきか、脱炭素化に向けた

様々な産業に携わるサプライチェーンですよね。世界市場を持っていらっしゃるサプライ

チェーンもあるのですけれども、そういった企業をどれだけサポートしていくか。特に中

小企業は資金が潤沢ではないので、情報も本当は自ら取りに行かなければいけないのでし

ょうけれども、取りに行けない状態の企業もある中で、でもそれらの技術は絶対的に不可

欠であれば、そこをどうサポートしていくか、そろそろ脱炭素化に向けてこのような展開

をすべきなんだよ、何％、何十％なんだよということを、ある程度、ロードマップという

のでしょうか、見える化していかないと、必要な企業が迷子になってしまって、必要な産

業がなくなってしまうということにならないように、ぜひお願いしていただきたいなと思

っています。 

 もう一点が、やはりエネルギーの自給率の問題で、私は以前から申し上げていますけれ

ども、絶対的に原子力は必要なエネルギーの一つだと思いますので、もう早く国の方針を

発表していただきたいと思っています。以前からも人材がいなくなってしまう、要は学ば

ない学生たちも多い。当然、今後日本の中で原子力というマーケットが狭まっていくので

あれば、そこに仕事はないと思っている学生がその分野に対しての研究をしなくなるのは

当たり前であって、それでも魅力ある産業にしていかなければいけないですし、リプレー

スであったりＳＭＲであったり、時代はそろそろ変わってきているので、今こそ、これだ

け世界情勢が不安定な中で、エネルギーが供給されなければ、先ほど申した各産業ですら

なくなってしまう可能性だって、これは大げさではなくあり得る話なので、そこはぜひ早

めに動いていただきたいと。 

 それから、アジアとのイニシアチブの話があって、これはもしかしたらちょっと違った
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話なのかもしれませんが、日本国内で人材確保できないのであれば、アジアのほかの国の

学生をうまく連携させながら日本の技術者として迎え入れていく。そして、後に日本の原

子力の技術を海外に売るときに、その人材とセットで国に貢献するなど、もう少し長期的

なビジョンを見据えた考えもあっていいのかなという気がします。 

 以上です。ありがとうございました。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 次は、オブザーバーの大下様、お願いします。 

○大下オブザーバー  ありがとうございます。地域産業、中小企業の視点から何点か申

し上げたいと思います。 

 まず、最初に御説明がありました自動車については、使い方、つくり方という御説明が

ありましたけれども、いずれも国と同時に地域や自治体が果たす役割は非常に大きいので

はないかと思います。使い方という面では、高齢化や人口減が進む地域のモビリティ確保

というのは重要な課題で、各自治体が既存の公共交通と個人の自動車利用を含めて、ＥＶ

化あるいはＣＡＳＥやＭａａＳというものを組み合わせた地域交通全体のデザイン、脱炭

素戦略というものを検討し明らかにして、企業の参画をさらに促していく必要があるので

はないかと思います。 

 余談ですけれども、コロナ禍で大きな影響を受けている沖縄の観光業界。レンタカー業

者は、その多くが従業員も車も手放していると言います。ちょっとうがった言い方ですけ

れども、そこを一気にＥＶとＭａａＳを組み入れていくという一つのチャンスと捉えるこ

ともできるのではないかとも思います。 

 他方、つくり方という面では、自動車産業が盛んな地域においては下請け・中小企業の

攻めの業態転換や斬新なアイデアが出ていると思いますが、こうした動きをどう推し進め

ていくかが非常に重要かと思います。しかし全ての企業がＥＶ等に関わっていけるとは限

りません。ここも、国ベースでの自動車産業政策と同時に、自治体ベースで地域の産業集

積をどう転換していくかという政策を明確に打ち立て示していく必要があるのではないか

と思います。 

 次に原子力について、多くの委員がおっしゃっているとおり、国が果たすべき役割が極

めて大きいと思います。国内の原子力関連の製造・運転技術、それを担う人材をこれ以上

失っていくことは絶対避けなければならないと思っています。ただし、安全に対する国民

の信頼をどうやって取り戻すのかということは非常に大きな課題で、新しい技術開発やデ
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ジタル技術の活用等も加えながら、なおかつ丁寧かつ真摯なコミュニケーションで、安全

性の確保と国民的理解をどう得られるか、ここがポイントだと思います。ぜひ今こそクリ

ーンエネルギー戦略の中に原子力を明確に位置付け、国としての方針を広く示して、議論

を避けずに前へ進めていっていただきたいと思います。 

 ネガティブエミッションについては、今日の御説明を聞いていても、ＣＣＳはやはりあ

る程度時間がかかるのかなと思いました。また、素人考えで恐縮ですが、わが国が地震国

であるという特性を考えると、まだはっきり分かっていないリスクもあるのではないかと

いう気もしています。ぜひアジアＣＣＵＳネットワーク等を活用して、海外との連携をし

っかり進めていただければと思います。 

 他方、少し御説明のありました、植林や再生林が脱炭素に果たす役割というものがもう

少しフォーカスされてもよいのではないかと思いました。新たな植林の適地はもうあまり

ないのかもしれませんが、少なくとも今ある植林の荒廃を回避していくという取組は必要

であり、かつ、国民にも受け入れられやすい点ではないかと思います。 

 最後に国際戦略について、前回申し上げた内容の繰り返しになりますけれども、今回御

説明があった欧米とのイノベーション協力、アジア等新興国とのエンゲージメント、いず

れも脱炭素を成長につなげていく上で極めて重要だと思います。政策面とビジネス面の取

組を並行して、なおかつスピードとしたたかさを持って進めていく必要があると思います。

政策面は、政府、外務省、在外公館、ＪＥＴＲＯ、ＪＩＣＡ、ＥＲＩＡ、さらには経団

連・日商による二国間経済委員会、あるいは現地の日本人商工会議所をはじめとする進出

日系企業等、あらゆる官民が緊密に連携して、相手国の政府や民間事業者との脱炭素の協

力関係の構築・深化を進めていく必要があると思います。他方で、それを待たずして、脱

炭素関連の高い技術を持っている日本企業がどんどん海外ビジネスに進出していけるよう

後押しする、あるいは障壁を除く、こうした取組が国に求められると思います。 

 以上です。ありがとうございます。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 次は、玉城委員、お願いします。 

○玉城委員  ありがとうございます。ちょっとお時間がありますので簡単に。 

 自動車産業、原子力のＧＸ、ＣＣＵＳ、国際戦略について御説明いただき、大変勉強に

なりました。ありがとうございました。特に国際戦略において、日本での民間取引による

カーボンクレジットも早期の、海外というよりも国内のルールづくり、ガイドラインづく
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りというのに注力していかなければならないというふうに思いました。 

 ちょっとＣＣＵＳについてＩＮＰＥＸ加賀野井様に伺いたいのですけれども、法整備に

ついて、類似事例としての参考になる国内外のモデルケースはございますでしょうか。 

 あと、重竹委員からもちょっとお話しされていますが、ＣＣＵＳの今後必要となるエン

ジニアリングの部分、そこに国がどのように支援していけばいいかという点について。特

に排出量であったりとか、あとは地下にＣＯ２貯留の監視計画、基本的に現在はＣＯ２を

地下に貯留した後は監視計画を通年後ごとに提出しなければならないのですけれども、そ

の提出期間がとても短くて、なかなかＣＣＳを運営していくのが難しいと、そういった規

制もございます。この基本調査など、様々精査技術も必要になってくると思います。こう

いったときに国はどのような開発支援をするとスムーズに行くのか、もし過去の事例とか、

現時点での現状を踏まえての支援の必要性などがございましたら教えていただけますと幸

いです。 

 以上になります。 

○白石座長  ありがとうございます。 

 次は、秋元委員、お願いします。 

○秋元委員  ありがとうございます。秋元です。ちょっと御説明いただいた順番とは異

なりますけれども、申し上げたいと思います。 

 まず最初、国際情勢ということですけれども、御説明ありましたように、2030年のＮＤ

Ｃに関して深掘りを求めたものの、結果として出てきたものは先進国が深掘って途上国は

ほとんど深掘らなかったと。ますますＮＤＣの排出削減目標の難しさというものが、先進

国が厳しくなり、途上国が緩くなり、カーボンリーケージのリスクは高まってきていると

いうふうに考えています。そういう中で、いかに海外との競争条件をいい形にしていくか

ということは、日本の排出削減にとっても世界の排出削減にとっても、そして日本の経済

成長にとっても大変重要なキーポイントであると。そこはやっぱり、どうやってイコール

フッティングをしていくのかということに関しては常に考えておかなければいけないと。

それがまた国内のカーボンニュートラルを目指したこのクリーンエネルギー戦略の中身を

ある程度決めてきてしまうということも理解しておかなければいけないと思っています。 

 その上で、原子力でございますが、御指摘もあったように、ここのところ中国・ロシア

が席巻してきているという状況だと思います。一方で、直近のウクライナ問題も含めて、

戦後の秩序が変わりつつあるという危機意識を持つ必要もあると思っています。エネルギ
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ー安全保障や経済安全保障、そもそもの安全保障を含めて、大きな動きを、しっかりそこ

を見ていかなければいけないという中でエネルギーを考えていかないといけないし、産業

構造も考えていかなければいけない。要は、完全にサービス産業化していいのかという問

題があり、製造業を一定程度残していくということが日本の将来的・長期的な国力の維持

という面では重要性が高いのではないか。そうしたときに、やはり原子力の役割の重要性

ということを改めてよく認識しておく必要があるというふうに思っています。そういう中

で、これまでも議論がありましたように、原子力の議論に関しては逃げないようにしっか

りやっていってほしいというふうに思います。 

 続いて、ＣＡＳＥの部分でございます。これも日本は自動車産業が非常に強いので、そ

ういう中で、日本の製造業の競争力をどう維持していくかという中で大変重要な問題だと

思います。一方、このデジタル・トランスフォーメーションという流れの中で大きな変革

がやってきているということも事実でございますので、そこに新しいビジネスのスタイル、

要は、恐らくＣＡＳＥが本当に実現すれば車の台数は減ると思いますので、そういう中で、

どこで稼いでいくのか、新しいデジタルのシステムとして、トランスポーテーションのシ

ステムとしてどう稼いでいくのかということを一つは追求しないといけないというふうに

思いますし、一方で、ＢＥＶ一辺倒のようなゲームチェンジを仕掛けてきている海外があ

るわけでございますが、本当にそれが全体の環境問題を解決するのか、ＣＯ２削減に本当

に大きく寄与するのかというところも、トランジションのプロセスも含めて考えなければ

いけないと。ハイブリッドやプラグインハイブリッドのほうが、あまり、たまにしか長距

離を走らないという部分でいくとメリットが大きい。ＣＯ２削減も大きくなる場合もある

わけでございますし、将来的に合成燃料であるとか、熱、ＤＡＣＣＳといったようなオプ

ションもあるわけでございますので、全体システムとして考えていく必要があるというふ

うに思います。その中で戦略をしっかり築いていくということが大事だと思います。 

 ＣＣＳは大変重要だと思いますし、その後、熱の話もいただきました。熱の中では特に

削減ポテンシャルとコストというところをしっかり見ていく必要があると思いますので、

そういう面で今日御提示いただいた資料は大変重要だというふうに思います。要は、量は

あまり大きく稼げないのだけれども単価の安いもの、そして、ただ単価は高いのだけれど

も量は相当大きく削減に貢献できるものと、いろいろ技術がありますので、その辺をしっ

かり見きわめながら、どの段階でどういうものを使っていくのかというロードマップ的な

戦略を考えるということが大事だと思います。 
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 特にポテンシャルという部分ではＤＡＣＣＳの部分は非常に大きいと思います。ちょっ

と資料で、84ページ目のポテンシャルの表記が若干小さいのではないかという気がして、

このところ、もし分かれば、どういう推計方法でこれを出されているのか説明いただけれ

ばと思いますが、国際的には今、ＤＡＣＣＳの競争がものすごく盛んになってきていて、

それはやっぱり皆さん、このカーボンニュートラル化という文脈の中で、オフセットでき

るネガティブエミッション技術の重要性ということを認識している中でこのＤＡＣＣＳの

競争が始まっていると思いますので、日本もその方向性を誤らないように、しっかりこの

辺りで稼いでいくと。もちろん、これは国内で実証しながら、海外に最終的には大きなポ

テンシャルがあるわけで、そこに展開して稼いでいくという姿が必要だと思いますので、

ぜひしっかり進めていただきたいと思います。 

 以上でございます。 

○白石座長  ありがとうございます。 

 それでは、白坂委員、お願いします。 

○白坂委員  御説明ありがとうございます。それでは、自動車、原子力、あと国際につ

いてコメントさせていただきまして、最後にＩＮＰＥＸさんに対してのちょっと御質問を

させていただければと思っています。 

 まず、自動車なのですけれども、こちらいろいろと活動をもちろんやっていることもよ

く存じ上げています。資料の説明でもあったとおり、これは全体的に捉えることが大変重

要で、ただ、自動車は本当に広いので、大変難しいことも理解しています。サプライチェ

ーンもバリューチェーンも考えなければいけないですし、もちろんライフサイクルも、提

供者があり、ユーザーがあり、地域コミュニティがありということで、本当に幅広く捉え

ていく、これが必要になってくるのですが、今はもうそれを捉えながらいろいろな活動を

していることももちろん認識しておりますし、ＧＩ基金のほうでもたくさん活動していた

だいておりまして、いろいろな活動が本当に重要な、必要な分野であるなというのは感じ

ております。このときに、グリーン──今回グリーンは目的としてあるわけですが、それ

以外にも幾つか目的が同時にあるんですというお話がありました。ＧＸのグリーンという

のは、まさに「目的」が新しくトランスフォームされるものに対して、ＤＸ、デジタルの

ほうは「手段」の話なので、なのでやっぱりこの目的側をきちんとつくり上げていく、こ

れを考えていくことの重要性というときに、この全体感というものを、特にこれだけ大き

いものですといろいろなステークホルダーが関連して、さらにこれを説明しなければいけ
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ない、納得してもらわなければいけない、一緒に動いてもらわなければいけない、こうい

うのがすごくたくさんあるので、この全体をいかに見える化・可視化していって、何をど

う判断したのかということをちゃんと説明して、伝えていって、理解してもらうか。これ

がすごく重要かと思っていますので、活動そのものはもちろん今のように継続してもらえ

ばいいと思うのですが、この全体の説明を何とかしていくということにもう少し力を入れ

る必要があるかなというふうに思っております。 

 ２つ目は原子力です。もちろんこの原子力も、今まで皆さん、いろいろなお話、コメン

トがあったとおりでして、世界でもやはり今、新しい技術開発がすごく進んでおります。

もちろん日本でもそれに対して手を打って研究開発をやっていることも存じ上げています

が、もちろん安全は考えなければいけないことです。必須項目です。その上で、でも、そ

れを技術で解決できるようにだんだんなってきているというのも現実的にありますので、

これはやっぱり一度終わらせてしまうと、皆さんおっしゃったとおり、もう次がないんで

すよね。私は宇宙業界にもともといた人間ですけれども、ロケット開発みたいなものも、

これは10年とか15年とか間があくともう人が続かなくて、次が続かないので、継続的に次

をつくっていくということはやっぱりやらなければいけない。同じことがやっぱり原子力

にもあると思うので、これを絶やさないことというのがすごく重要ですので、新しいこと

をどんどんとやり続ける、これは必須ではないかなと思っております。 

 ３つ目は国際です。国際は、いろいろな活動をされてすばらしいと思います。ただ、こ

れ、短期ではなくて、やっぱり中長期もどうやっても視野に入れざるを得ないときに、中

長期に効いてくるもの、やっぱり人のつながりって結構大きいです。またこれも同じよう

なことを宇宙業界でもやっているわけですが、資料の中にもキャパシティ・ビルディング

の話がありました。人材育成です。海外の人たちの人材育成をやるときに、今のはどうも、

もう既にそういったことをやられている役所の方って、そういう方のキャパビルを多分短

期でやられているのではないかと思うんですが、それも我々宇宙業界もやったのですが、

中長期な、まさに社会人学生的な人を受け入れるとか、もう本当に博士課程の学生を受け

入れて、その人を、学位を取るところまで、２年、３年一緒にいる。このネットワークが、

やっぱり５年後、10年後にすごく効いてくるという現実も起きていまして、そうした人た

ちというのは、日本でそういった学位を取る人たちというのは将来かなり上に上がる方々

が多いので、将来のその国の意思決定に関わる人たちがたくさん出てくる。これをやっぱ

りやらなければいけないかなと思っています。まさに今回の、この会議体もそうですし、
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すごくたくさんの検討がいろいろなところでされていて、すごい情報量がたまっている。

これをきちんと整理して、まさに今日いるような委員の方々に先生になっていただきなが

ら、ちゃんと教育として提供することをやるだけですごい育成効果があると思うんですね。

なので、こういった人材育成──まあ、大学の人間でもあるので、そこもやはりもう少し

考えてもいいかなというのは思いました。 

 最後にすみません、ＩＮＰＥＸさんにちょっと御質問したいのですが、制度設計の話が

出ました。資料のほうでは責任の期間の話が例として挙がっていたのですが、ほかにどの

ような制度設計が必要かということが１点と、２点目が、地下に入れることに対するリス

クというものに対して今どのように評価されているのかという、この２点を教えていただ

ければと思います。 

 以上になります。ありがとうございます。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 次は、オブザーバーの長谷川さん、お願いします。 

○長谷川オブザーバー   

経団連環境エネルギー本部長の長谷川と申します。御指名ありがとうございます。 

 最初に、原子力、自動車について申し上げます。皆様もおっしゃっている通り、この２

つは日本が世界をリードできる分野ですので、政府としてしっかりサポートをお願いした

いと思います。とりわけ原子力については、政府が確固たる姿勢を示し、事業環境の予見

可能性を確保していくことが不可欠と考えております。人材も投資も、もはや待ったなし

という状況ですので、ぜひ逃げずに取組をお願いしたいと思います。具体的には、国民の

理解をしっかり得て、安全性が確認された原子力発電所の着実な再稼働、稼働が停止して

いる期間の運転期間からの控除といった規制の合理化、運転期間の40年から60年への円滑

な延長、40年の運転年限の再検討を進めていただければと思っております。 

 次に、国際戦略について、資料に示されている取り組みは大変ありがたく、基本的に適

切な方向性だと考えております。ファイナンスについては、欧州と考え方が異なるところ

があり厳しい側面もあるかもしれませんが、しっかりと御対応いただきたいと思っており

ます。また、途上国の野心の向上や競争条件の確保についても、技術的に難しい面はある

かもしれませんが、精力的な取組をお願いしたいと思っております。 

 また、先ほど日商の大下オブザーバーからもお話があった通り、民間でもバイの取組や

Ｇ７に対応したビジネス７（Ｂ７）の取組をしています。我々の反省として、当方の国際
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部門は経産省通商政策局とよく連携させていただいている一方、国内政策を担当している

我々環境エネルギー本部は資源エネルギー庁や経済産業局との連携を主としており、横串

の通った取り組みができていない部分があります。情報の通りをよくしながら、うまく政

府と連携をさせていただければと思っております。 

 最後に、資料には、総理のスピーチでも言及のあったアジア・ゼロエミッション共同体

に関する記載があります。誤解であれば申し訳ないのですが、必ずしも政府内でうまく拾

われていないのではないかという気もしています。実動の玉を持っているのは経産省だと

思うので、具体化に向けた取組をぜひお願いできればと思っております。 

 以上です。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 それでは、いろいろ質問もございましたので、ＩＮＰＥＸのほうから御回答をお願いし

たいと思います。回答時間は残念ながら３分以内で、３分経過の時点でベルとTeamsでの

コメントにてお知らせさせていただきます。 

 それでは、ＩＮＰＥＸの加賀野井様、よろしくお願いします。 

○加賀野井様  ありがとうございます。皆様、積極的に前向きないろいろ御意見をいた

だきまして、大変感謝しております。 

 まず、重竹さんにいただいた、エンジニアリング力はどうなんだと。日本国のエンジニ

アリング力はどうなんだというところでございますが、弊社ＩＮＰＥＸにおきましては、

実は1980年代から、ＣＯ２を地下に入れて石油を増進回収するというのを実はやっており

ます。これ、新潟県で行ったものなのですが、その後、ＣＯ２を地下に入れて、移動がど

うなっているか、どのようにそれが広がるかというモニタリングの事業も、これは実証試

験なのですけれども2000年代の前半に行っておりまして、さらに弊社がメジャー株主の一

つとなっております日本ＣＣＳ調査──「ＪＣＣＳ」と先ほど早田課長もお話しされてい

ましたが、そちらでは2012年から2019年にかけて30万トンＣＯ２を入れております。こう

いった技術の蓄積がございます。そもそも石油・ガスの開発の上流会社の得意技術の一つ

としまして、どこに石油やガスがあるかというのを探す技術がございます。これがまさに、

お話に少し触れられました３Ｄの地下の様子を探る技術でございまして、これをまさに地

下に適用することで、地下に入れたＣＯ２がどのように広がっていくかだとか、どのよう

に移動、きちんと落ち着いているかというところを確認することができるということで、

さらにそのＣＯ２を入れるためのストロー ──井戸ですね、井戸を掘る技術も当然持っ
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ているということですので、基本的な技術な要素、要素技術につきましては、石油の上流

会社におきましてはほぼ遜色ないものを持っているというふうにお考えいただいてよろし

いかと思います。これは日本におきましてですね。唯一足りないのが、もっと大型の実践

の経験という形になるかと思います。先ほど少し触れさせていただきましたノルウェー、

北欧における大きなハブ＆クラスターのような、そういったモデルを実際にやった経験が

まだないということで、ひょっとしたらそこに関わる大きな何か未知の部分もあるかもし

れないのですが、基本的な技術については持っているというふうにお考えいただいて結構

かと思います。 

 それから、続きまして、玉城先生に御質問をいただきました法制度の参考事例というこ

とでございますが、これは、例えばオーストラリアなどは既にある程度法制度が整ってご

ざいまして、例えば企業に対して、あなたはこれだけＣＯ２を、ここまでは出していいよ

と。それを超える分はクレジット等で相殺しなさいというようなところがございます。そ

れと関連してＣＣＳというものがある程度認められて、例えばＣＣＳ用の鉱区を造って、

そこに対して応募をするというような、そういう制度ができておりますので、オーストラ

リアなどは参考になるのかなと思っております。 

 あと、エンジニアリングにつきましては先ほどお話をさせていただいたとおりです。 

 それから、支援の形態ですけれども、今お話しさせていただいたノルウェーのノーザ

ン・ライツと言われるプロジェクト、ハブ＆クラスターのプロジェクトは、３分の２だと

か、場合によっては８割方補助、ノルウェー局が補助をしているというふうに伺っており

ます。こういった経済的な支援というのは極めて大きいだろうなというふうに感じるとこ

ろでございますし、それに加えて、そういった物をつくるのみならず、そういった場所を

探すところでもかなりの費用がかかる。例えば、先ほど３Ｄで探すと。そういったところ

でも当然お金がかかってきますし、あるいは井戸を１本掘るというところでもお金がかか

ってきます。 

 それからあと、国に対しては社会受容性についてもぜひサポートをいただきたいという

ふうに考えております。ですので、制度設計につきましても、最後に白坂さんからありま

したが、鉱区をどういうふうに設定するだとか、やる人間が損をしないような経済モデル

をつくっていただきたいと。 

 最後にリスク評価につきましては、これはもうひたすらしっかりデータを取って、やる

前の安全評価・リスク評価をきちんと行って、実際やってからはあとモニタリングを行っ
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ていくと。もうエンジニアリングをフル動員して対応していくという、そういった形にな

るかと思います。 

 すみません、長くなりました。 

○白石座長  どうもありがとうございます。 

 次は、事務局からの回答をお願いします。 

○遠藤原子力政策課長  原子力政策課でございます。 

 大橋委員から御質問を賜りました、オペレーションとものづくりの関係について簡単に

コメントさせていただきます。委員御指摘のとおり、オペレーション、実際にその発電所

をどう動かすかというところと設計・ものづくり、これは当然一体不可分でございまして、

具体的に申し上げますと、今回御説明申し上げた資料のうちの高温ガス炉、それから高速

炉、こうしたものでは原型炉で日本がある種最先端の蓄積をオペレーションとそこのＪＡ

ＥＡと一緒になって取り組んでいるメーカー、そういったところに蓄積をされているとい

うことでございまして、それであるからこそ、海外がオペレーションあるいはナトリウム

燃料の取扱いといったところも含めた日本のノウハウに期待をして、アライアンスを声を

かけていただいているというのが実態でございます。これは、このまま海外と組んで原型

炉で持っているオペレーションの技術が、この時点、2020年では日本は最先端だったと。

しかし、その後は海外とアライアンスをして、その後、日本国内では途絶をしてしまって、

その頃、2020年は日本すごかったねということになってしまうと、今日、各委員からも御

指摘賜りました技術の断絶、その後につながらないということだと認識をしてございます

ので、まさに今後のタイムフレーム、どういう形で実用化に至るかというところを踏まえ

てしっかりと検討してまいりたいと思います。 

 その上では、例えば馬奈木委員から御指摘賜りましたＳＭＲに至る前の既存の軽水炉、

既存の技術を使った水素の活用といった幅広い観点も組めて、現在持っているオペレーシ

ョンの技術、それが実用化に新たな炉型がどういう形で至るのかというタイムフレームを

意識して議論を進めてまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○河原エネルギー・環境イノベーション戦略室長  続きまして、ネガティブエミッショ

ン技術について補足させていただきます。 

 まず、大場委員のほうから、ブルーカーボン、海洋アルカリ化、それとロンドン条約と

の関係について御質問がございましたけれども、ロンドン条約の中では、2010年のタイミ
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ングで海洋肥沃化に係る科学的調査の評価枠組みが採択されておりまして、その後、規制

方法のレビューなどが行われているという状況でございます。今後、いずれの技術もまだ

ＴＲＬは低い状況ですけれども、これが高くなっていくに伴って議論もさらに進んでいく

ものと考えてございます。 

 ２点目に、大橋委員のほうから、どのようにスケール化していくという戦略が大事であ

ると、どう考えるかというお話がありましたけれども、これにつきましては現在、ムーン

ショット型研究開発事業の中で一部の熱技術を支援しておりますけれども、こちらステー

ジゲートを設けて、よりスケール化されるべきもの、されやすいものを優先的に進めると

いった形で考える必要があると思っております。 

 また、続きまして、大下オブザーバーのほうから、植林・再生林といったものにもっと

フォーカスすべきであるという御指摘がございましたけれども、炭素固定速度をより早め

る植物の研究など、革新的バイオマス技術など進められておりますので、こういった炉に

も期待できるものと考えております。 

 また、最後に秋元委員のほうから、熱のポテンシャルの関連で、特にＤＡＣＣＳのポテ

ンシャルについて御質問をいただきました。こちら資料の中では、84ページ目にございま

したのは、こちら様々な文献あるいは研究報告結果を、幅がございましたので、その中央

値ということで暫定的に「3.5GtCO2/年」というふうに書いておりますけれども、委員御

指摘のとおり、中にはより多い、例えば年間６ギガトンといった結果もありますので、ま

だＴＲＬは低い状況ですので、今後高まるにつれてこういった情報の確度も高まってくる

ものと考えてございます。 

 以上でございます。 

○白石座長  それでは、もう既に委員の皆様から随分いろいろな御意見をいただきまし

たけれども、さらにディスカッションを続けたいと思います。 

 まず、事務局から、論点提示と進行をお願いします。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。それでは、私のほうから、資料４に沿い

まして、この後12時までの時間の中で御議論いただきたい論点について御紹介をさせてい

ただきたいと思います。 

 今まで大きな３つの柱で御議論いただきましたけれども、我々事務方のほうで大胆に、

こういった論点ということでちょっと提示をさせていただきますので、これをきっかけに

御議論いただければと思います。もともと、論点はそれぞれごとにと思っていましたけれ
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ども、ちょっと時間が押しておりますので、論点１、２、３、まとめて御意見をいただけ

ればと思います。 

 まず、論点１でございます。「ＧＸ産業の各分野の評価」ということでございますけれ

ども、これまで様々な分野についてビジネス分析を行ってきましたが、その結果を踏まえ

まして改めて全体を俯瞰して、足下の技術成熟度や市場の立ち上がり時期の違いなどを踏

まえまして、それぞれの分野についての相対的な評価をどう見ていくか。限られた政策資

源を踏まえますと、取り組むべき分野の優先順位付け、トレードオフの関係をどう考えて

いくかと。こうした点を踏まえまして、今後、産・学・官においてどのような対応が求め

られるかというのが１つ目の論点でございます。 

 続きまして、論点２つ目であります。「ＧＸ時代における産業構造のあり方」というこ

とでございまして、化石燃料を全体とした製造業の事業モデルは今後、今のまま通用する

というのはなかなか難しい可能性が高まっていく中で、製造業を中心として日本の産業構

造はどのような絵姿を目指して、どのように転換していくべきか。燃料転換が困難にある

中で、他方で日本にとっては必要な業種・製品というのをどう考えていくか。それらを残

す際に生じる炭素排出の負担をどう考えていくか。それから、中小企業を含むサプライチ

ェーン全体でのエネルギー転換の取組をどう促していくべきか。 

 それから、最後が「エネルギートランジションに伴うコスト負担のあり方」ということ

でございまして、脱炭素に向けました取組を進めていく中で、そのコスト負担についてど

う考えていくかと。それから、企業にとってエネルギー価格が上昇する可能性がある中で、

いかに回収あるいは回避をするべきか。こうした企業の脱炭素投資のための資金調達を実

現するには、どういった仕組みが必要かといった論点についてでございます。 

 まず、これから皆様に御意見いただきたいと思いますけれども、本日途中退席をされま

した重竹委員から書面で御意見をいただいておりますので、簡単に私のほうから御紹介を

させていただきます。資料５でございます。 

 資料５をあけていただきますと、まず、重竹委員の論点、それぞれの論点に対する意見

ということであります。 

 論点の１については、時間軸を踏まえた各オプションの優先順位を考えるべきと。問題

はいつできるのか、幾らでできるのかと。どこかの段階でそれを明確にして決着をつける

必要があるのではないかと。「時間軸をふまえて横並び」で比較検討をするべきと。その

上でどのオプションを選ぶのかの判断のタイミングと基準をセットしておくと。 
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 論点の２つ目でございます。産業構造の議論は「守り」と「攻め」の両面から考えるべ

きと。2050年にどの業種がどこまで日本で立ち行くのかというのが当然大きな論点になる

中で、他方で、これだけ大きなエネルギーの転換、社会インフラの転換がグローバルに起

こると、これは製造業にとって大きな成長の機会ではないかと。３つのステップとして、

１つ目は、余剰キャパを減らすために再編・合従連衡が──基礎化学の例に取ればですね、

合従連衡が進んでいくと。それから、自社のエネルギーの脱炭素化を進めると。さらに、

マテリアルのグリーン化という、この３つのステップを考えた場合に、③については大き

な成長の機会にならないかと。どの業界をどこまで日本に残すかという「守り」の論点に

加えて、この大きな成長となる可能性「攻め」を各業界がしっかりと検討していくべきで

あると。 

 論点の３つ目ですけれども、「ＥＴＳを早めに立ち上げるべき」と。お金の集め方は、

本来まずカーボンニュートラルのどの新しい取組にどれだけ必要かを決めてから、炭素を

排出する側からどれぐらい集めかを決めるべきであると。ＥＴＳについては検討を加速化

かして、早めに立ち上げる必要があると。設計・立ち上げ・運用には時間がかかる。欧州

も10年がかりの取組でやっていますので、当初は枠をタダにするとか、カーボンプライス

を低めに設定するなどしてハードルを下げ、その間に制度と運用を磨き上げる。必要なタ

イミングでいつでも効果的にこのレバーを引けるようにしておくことが重要と。これによ

って政策の予見性が高まりますし、またグローバルにも日本の発言力が強まると。ＥＴＳ

による回収は、ほかの方法に比べると社会的受容性も高いのではないかといった御意見で

ございます。 

 それでは、ただいまから皆様からも御意見をいただきたいと思っていますので、オブザ

ーバーの方も含めまして、御発言、御質問を御希望の方は、ネームプレートをお立ていた

だくか、オンライン会議システム上でのチャット機能で御発言希望の旨をお知らせくださ

い。御発言は３つまとめて御意見いただきたいと思っていますけれども、お１人３分以内

とさせていただきますので、３分経過の時点でベルとTeamsでのコメントにてお知らせを

いたします。 

 それでは、まず、大下様、よろしくお願いします。 

○大下オブザーバー  ありがとうございます。論点３について手短に申し上げます。 

 ＧＸ産業の各分野の評価について、戦略的な重要性で言うと、先ほど申し上げた原子力

は間違いないと思います。他方、時間軸で考えなるべく早く実装していくことができる点
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で言えば、技術的な優位性と既存インフラが活用できるアンモニアとメタネーションに注

力していく必要があるかと思います。アンモニアに関しては日本が技術的優位性を有して

いますし、既存の石炭やＬＮＧ火力発電のインフラを活用できると思います。メタネーシ

ョンも既存のガス導管等が活用できると思います。 

 それから論点２の産業構造の部分について、これまで申し上げてきたことの繰り返しに

なりますけれども、中小企業の行動変容を促すには、３つの見える化が必要かと思ってい

ます。１つ目は、産業構造の転換、脱炭素時代の成長のグランドデザイン、道筋をしっか

り見える化すること。これは、国ベースと自治体ベースでそれぞれ必要だと思います。２

つ目は、その中でどのようなコストがかかり、誰が負担するのか。このコストの見える化

です。なおかつ、当然ここは適正な価格転嫁の推進が必要です。これによってビジネスの

予見可能性をしっかり高めた上で、今度は３つ目、自社の排出量とそのメカニズム、どこ

で排出されているのか、こうした点を見える化する必要があると思います。この点につい

ては、中小企業に対する知識・技術面での支援、あるいは人材育成が必要かと思います。 

 最後に、論点３のコスト負担の在り方の部分について、事業者においてこれからどのよ

うに設備投資を行い、事業を実施していくかという中で、インターナルカーボンプライシ

ングのように、どのようにＣＯ２排出コストを加味して事業展開を決めていくのか、こう

いう仕組みづくりが非常に重要かと思います。その点においては、金融業界と提携して、

低金利での融資など、しっかりと脱炭素に取り組む企業の投資行動が適正に評価されてい

くようなインセンティブを社会の中で位置付けていく必要があると思っております。 

 私からは以上です。ありがとうございます。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、馬奈木委員、お願いいたします。 

○馬奈木委員  ありがとうございます。 

 まず、論点２の産業構造に関して、その国際的な面でのアジア・エネルギー・トランジ

ション・イニシアチブ、ＡＥＴＩなどのような各国ロードマップをきちんと連携を取りな

がら、どの分野の研究開発投資を増やしていくかなどをしっかり理解することが大事かと

思います。その面で、サプライチェーンの中で、ＤＡＣなどの新しい技術も踏まえてぜひ

検討をいただきたいと思います。そうすることによって、先ほど議論にありましたような

トランジションファイナンスで、最初に半分補助して進めるのか、うまく成果が半分出た

らその後に残りを出すのかといったことがあると思います。 
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 そして、個々の課題ですと、例えば資料にありましたような自動運転でありまたけれど

も、レベル４などは国内においても道交法改正で、今後社会的受容性を見ながら理解をし

ていこうということがありました。こういった面に関しても、高燃費なアジアへの普及も

含めてぜひ考えていただきたいと思います。 

 次に、論点３で、そういうコスト負担をどのようにしていくかなのですけれども、常に

よりよい技術を使いながらすると結果的にコスト負担が増えますので、そうならないよう

に植林・農地貯留などでＣＯ２固定化をするような仕組みをすることで、農業・林業を含

めて産業化にもつながると思います。 

 最後に、論点１に関してです。これまでアンモニア、水素、合成メタンなど、複数の技

術の議論・評価をされてまいりました。それぞれの中身で産・学・官がどのような役割が

あったかということをまとめますと、アンモニアに関してはサプライチェーンは一応は閉

じています。しかし、比較的小さなサプライチェーンで、グローバルに展開できるかとい

うと疑問もございます。化学業界などは賛成されておりますけれども、それをもっと多く

の産業界を含めて国内全体として行くかということが産業の課題として大きいと思います。 

 次に、水素に関しましては、サプライチェーンを産・学・官の学の面で実際に回せるほ

どの大きさがあるかどうかが、日本主導でできるかどうかが大きな課題ですので、研究開

発が必要になると思います。 

 最後に、合成メタンに関しては、技術的にまだ途中でありますので、官の役割として研

究開発投資を含めた支援で行けるのかということの、それぞれの３つごとの役割が違いま

すので、全部今の段階でどれがいいというのは言えるレベルではまだありませんので、今

後の御議論でまとめていければいいのかなと思っています。 

 以上です。ありがとうございます。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、鹿園委員、お願いいたします。 

○鹿園委員  前回、前々回と欠席で失礼いたしました。 

 主に論点１になるかと思うんですけれども、やはり技術に関して、カーボンニュートラ

ルだから従来の延長線ではないもの、ゲームチェンジングなものというのが求められると

いうのは、それはそれで大事なことだとは思うんですけれども、実際これまでの既存技術

でも、たまたまニーズに合わなかったから日の目を見なかったというものが結構あると思

っております。今、再生可能とか、あるいはサーキュラーエコノミーとか、いろいろな境



- 48 - 

 

界条件が変わっている中で、原理としては昔からあったけれども少し工夫することで新し

く生まれ変わる技術というのが出てくる可能性があるのではないかと思っています。例え

ばＤＡＣにしろあるいはカルノーバッテリーにしろ、その原理なんてものは昔からあった

わけで、たまたまニーズが顕在化したから出てきたというものだと思います。こういった

ものは、実はまだあるのではないかと。やはり技術の分野はすごくマインドの感性という

のは大きくて、なかなかリセットが効かない。そういう体系化された教育を受けてずっと

やってきていますので、なかなかリセットは効かないのですけれども、まずはそういう隠

れた技術が残っているのではないかと。そういうものが少し出そろう機会をしっかり持っ

ておくべきではないかと思います。日本の製造業にとっても、今のちょっと先にある、ま

だ見つかっていないものを生かすというところが日本の製造業の生きる道ではないかとい

うふうに思います。 

 その上で、選択肢・オプションを広げて取りこぼさない、そういった仕組みも大事だと

思っていまして、やはりトップランナー制度みたいな形も、それはそれでＡＰＦを上げる、

性能を上げることはすごく大事だとは思うんですけれども、性能を上げると当然コストも

上がりますので、例えばヒートポンプであれば性能を上げるよりもむしろコストを下げる、

あるいは使い勝手をよくするとか、普及を促進する方向を後押しするような仕組みの方が

むしろ大事ではないかと。あと、そういうトップランナーみたいに制度化されてカタログ

に載りますと、もうメーカーはそこに過度に資源を集中して、本来やるべきことが逆にお

ろそかになるという面もあるかというふうに思っております。 

 冷媒で言えばＨＦＣ代替を考えなければいけないのですけれども、これも特定のものに

絞り過ぎると足元を救われるリスクがあると思っています。また、単一の冷媒ではうまく

いかないということであれば、もう非共沸の混合冷媒に多分ならざるを得ないわけですけ

れども、だとすると、それはそれで新しい技術が出てくる可能性もあったりとか、まだま

だそういう日本の強みを生かした形での取組というのができるのではないかというふうに

思っています。 

 大きな技術の流れで言うと、集中、大規模、定格運転みたいなところから、小規模、分

散、オンサイト、変動対応、モジュール化みたいな方向に向かっていると認識しています。

これはもう、言ってみれば自動車技術そのものなわけですね。技術・学術もそうですけれ

ども、驚くほど縦割りで、横の情報がなかなか伝わっていないわけで、特に脱炭素が難し

い部門においては、この自動車のベストプラクティスがまだまだ大きな波及効果があるの
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ではないかと思っています。そういう横に展開できるような仕組みといいますか、そこを

もっと後押しするようなことを考えるということが大事かというふうに思っています。 

 以上です。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございました。 

 それでは、工藤委員、お願いいたします。 

○工藤委員  ありがとうございます。エネルギートランジションに伴う──すみません、

コスト負担の在り方、論点３に絞ってやらせていただきます。コメントさせていただきま

す。 

 エネルギートランジションに伴うコストをどうするかという点については、やはり国民

も含めたみんなで負担するということしかないように思います。世論形成に向けた発信・

議論が必要であり、時間もかけなくてはいけないので、ここをしっかりやっていきたいと

思います。 

 まず、それを行うためには、そのコストがどれぐらいになり得るのかを把握していかな

ければいけないと思っています。その上でコスト負担の最適な配分を検討する必要がある

と思います。また、一律にコストを負担するということではなくて、産業ごとでの一定の

支援策の検討でありますとか、一般家庭であれば収入に応じた負担の割合とか、そういっ

たことも考えなければいけないと思います。また、温室効果ガス削減に対する先進的な取

組に対するインセンティブ、こういったことも検討しなければいけないと思います。分野

ごとにトランジションに向けた足並みの違いはあっても、カーボンニュートラルという同

じ方向に向いて歩を進められるようにコストの在り方というのを検討していただきたいと

いうふうに思います。 

 また、先ほどちょっとお話があった原子力なのですけれども、その事業化をしていく上

での負担ということになると、有事の際に民間事業者が無限責任を負うというのは事業を

検討する上でのハードルが高過ぎるように思います。一方で、モラルハザード回避の仕組

みというのも不可欠なわけなので、これをしっかり入れた上で、例えば民間事業者の負担

に条件を設けるなど、制度面の負担等によって事業者が資金投入をできる環境を整える必

要もあるのではないかと思います。 

 また、このグリーントランスフォーメーション全般ということでコメントを最後に、銀

行に勤める身としてお伝えさせていただきたいのですけれども、民間金融機関、投資家も、

それぞれ資金の種類によってリスクの需要度に差はあるわけですけれども、この分野で新
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しいリスクテイクにチャレンジし、相当量の投融資を行う意欲と用意があると思います。

民間資金の出し手の特徴も踏まえながら、最大限この資金を、民間からの資金を導入すべ

く、省庁横断に限られた資源、政府の資金・政策を戦略的に導入いただける体制を整えて

いただきたいと思っています。事業実施、事業創出のツールづくり、政策づくり、規制づ

くり──ルールづくりですね、それから投資や信用補完、協調融資など、資金の出し方は

いろいろあると思います。こういったシームレスに政策ツールの投入をお願いしたいと思

っておりまして、ここはしっかり議論をさせていただきたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、大場委員、お願いいたします。 

○大場委員  前回と今回の検討会の中で、事務局のほうから、蓄電池、カーボンリサイ

クル、合成燃料、自動車、原子力と、様々な分野の分析や攻め口を御紹介いただきました

けれども、正直に申し上げますと、そこで扱われていたものというのはどちらかというと

現時点でまだ市場はない、新産業についての取組というものが中心だったかなというふう

な印象を持っています。もちろん、そういった新しい産業を政府主導で興していくという

ことも非常に重要なのですけれども、日本においてカーボンニュートラルを実現するとい

う観点で考えますと、既存産業の脱炭素化、特に熱需要などの非電化部門のシンプルな脱

炭素化というところが最大のポテンシャルであり、非常に重要だというふうに思います。

そこが現在の省エネ法の枠組みではなかなかインセンティブが弱いというところが制度設

計上の重要な論点かなというふうに思いますので、そういった観点での検討も今後進める

べきだというふうに思います。 

 その上で、論点の中で、それぞれの分野の相対的な評価をどう見るかというふうに論点

１で提示されているわけなのですけれども、私は個人的に、この技術はやらなくてもいい

かなと思うものはあるのですが、こういったものは自由に競争させるというのがやはり非

常に重要で、こういった場で優先順位をあまりどれがどうというふうに言うべきではない

のではないかなというふうには思います。その上で、やはり多くの分野に共通して重要な

ところと言えば、これは当然というか、もう多く言及されていますけれども、例えばアン

モニアであるとか、先ほど申し上げた熱需要の電化等の技術というのが広く優先されるも

のかなというふうには思います。 

 やはり政府の役割としては、先ほど申し上げた、まだ市場がないものの技術の研究開発
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費の補助とか、あと西尾委員がおっしゃっていた中小企業の転換推進の政策とか、そうい

ったものも非常に重要なのですが、やはり予見可能性という観点から言いますと、インフ

ラの部分の投資の財政支出をやってしまうと、それでもうある種の予見可能性が確保され

るということになりますので、そういったことも政府の役割として非常に重要かなという

ふうに思います。 

 論点２ですけれども、「どの産業を残すか」というような表現があるのですが、これ、

経済安全保障上の観点から、日本において自給自足を維持すべきというような産業と、国

際競争力のために残すべき産業というのは、残すべき理由の正当化という観点で別の問題

かなというふうに思っています。また、カーボンニュートラルというのは基本的にものを

つくるほうが損をするというか、製造フェーズのコストが乗っかって、販売フェーズに利

益が集中する。いわゆるスマイルカーブの片方がつり上がるというような構造を持ってお

りますので、これは何度も申し上げていますけれども、ものをつくる、つくれるというこ

とはフックとして非常に重要なのですが、それを強みにしながら、マネタイズポイントを

どう変えて、現在の貿易収支からサービス収支に日本のビジネスモデルを転換していくか

ということが重要なのだろうというふうに思います。 

 論点３なのですけれども、ＧＸに関する資料には「コスト負担」というふうに書かれて

いて、国際戦略の資料には「コストとするのではなく」というふうに書かれています。こ

れ、一見すると矛盾するわけなのですけれども、私の考えるクリーンエネルギー戦略とい

うのは後者の、単なるコストとして考えるべきではないというふうに考えています。これ

はどういうことかというと、コスト負担して、それをどう回収するかというのは常に問題

になるわけですけれども、これ、なぜ競争力にとって重要かといえば、脱炭素化によって

事業評価が上がり、資金調達力が上がったり、取引先から評価が上がるというような観点

も非常に重要だというふうに思います。この検討会でも「投資を呼び込む」という言葉が

何回も出てきているわけなのですけれども、コストというふうに言うと、日本人は真面目

なので、誰が負担するべきかという話についなってしまうのですが、林委員もおっしゃっ

ていたように、グローバルには巨大なグリーンマネーというものがあって、それをいかに

引き込んで、ある意味では、ちょっと言葉は悪いですけれども、そういった外のお金にい

かにコストを負担してもらうかということがこの「投資を呼び込む」という意味だという

ふうに思っていまして、日本の誰がコスト負担をするかというだけではないのではないか

なというふうに思っています。 
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 以上です。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、伊藤委員、お願いいたします。 

○伊藤委員  ありがとうございます。まず、論点１、２，３、多分これはコンバインに

なってしまうのですけれども、その前に、とにかく国が、いつまで何をどうすべきかを

我々に示していただくのが第一のような気がするんですね。その目的に向かって、ではこ

うしましょうっていうふうに、普通の企業も目的に対していつまでに何をすべきかによっ

て、どんな人材を集めるか、どんな方法があるかという、要するにそういう仕組みで動く

と思うんですけれども、何かそれが我々に伝わってこないかなという気がします。 

 そして多分、今回の議論は、産業を全て守るのかカーボンニュートラルを選ぶのかとい

う究極の選択──究極なのか分からないですけれども、選択の中で、多分カーボンニュー

トラルは地球的な規模のミッションであって、これはそこに邁進していかなければいけな

い。であれば、場合によっては失わなければいけない産業が出てくると。守り過ぎてはい

けなくなる産業が出てきたときに、その企業、それにまつわる企業たちの経営者は、やっ

ぱり産業転換というか、事業転換というんですか、やっぱりやっていかなければいけない

と思うんですね。そこがちょうど論点２に当たるのかな。そうやって変わっていって、過

去の歴史を見てもそうですけれども、やっぱり構造が変わっていくのは当たり前であって、

我々も中小企業の製造業として、ルールにのっとれなくなる。日本だけのルールではない

ので、地球を守る守らないのルールになっていくのであれば、未来を残すためには、それ

ぞれが痛みを伴わなければいけないと。自分たちが変わるのか、なくなるのか、前向きに

いけば変えていかなければいけないというところだと思います。 

 それと、エネルギー価格、これは必ず上がっていくので、これも例えば前向きなＣＯ２

対策を行っている企業には、先ほどどなたかもおっしゃっていましたけれども、金利は安

いのか、担保を取らないのかという、金融機関がそれなりの見方を出してくださる。要は、

省庁を超えて前向きな企業・産業は応援するけれども、そうでないところは逆にＭ＆Ａさ

れていくのか、その構造が変わっていくところの支援をするのかというところになってお

ります。それか、企業もエネルギーコストはなるべく下げて、そこで利益を生んで、さら

に前向きに動けるような体質──要は一般の家庭がちょっと苦しくなるのですが、やっぱ

り企業が利益を出さないと一般の家庭には下りてこないので、そういったうまい流れがつ

くれればいいかなと。誰かがやってくれるのではなくて、みんながやらないとこの目的に
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は達成不可能だというところをしっかりと示せればいいかなと思っています。 

 以上です。ありがとうございます。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、大橋委員、お願いいたします。 

○大橋委員  ありがとうございます。一寸離席していたものですから、ちょっとうまく

フォローできているか分からないですけれども、先ほど申し上げた点をちょっと改めて申

し上げると、海外展開によっては官・民連携が重要だという点。ＤＸについては標準化が

必要な部分もあると思いますが、そうした点も含めてしっかり、民と官とやっていくため

の、官のイニシアチブというのは極めて重要だと思っています。こうした点というのは通

常オールジャパンと言うのですけれども、オールジャパンよりも、これはジャパンイニシ

アチブというか、全ての人が船に乗らなくても迅速な意思決定をしっかりできるような体

制を組むことがすごく重要ではないかというふうに思います。 

 こうしたインフラの観点は、短期よりは中長期的な観点でと申し上げたのですけれども、

その心は、競争させるという観点が効率性の観点からすごく重要だと思うんですが、その

まま競争させると短期的なものに引っ張られる傾向がすごくあるなと思っています。そう

すると、これは固定費と変動費との間のバランスの中で多分技術の政策というのはなされ

ると思いますけれども、やっぱり固定費が重い部分というのはなかなか難しいところが競

争の点には出てきてしまうのかなと思っています。そうしたところのリバランスをうまく

図っていかないといけないのではないかというふうに思います。 

 現在、恐らくこれはコスト負担──「コスト」という言葉が問題だという話もありまし

たが、ただ、費用を何らかの形で負担する形は取らざるを得ないと思うんですが、カーボ

ンニュートラルの取組というのは理想的には需要家起点であるべきだというふうに思うん

です。需要家の選択を通じてカーボンニュートラルが達成されると。これが技術的にどう

できるのかというのは別にしても、理想形としてそういうところというのはしっかり頭に

置くべきで、そうするとやはり最終的には需要家がしっかり負担をしていくという形を取

る必要があるのだと思います。 

 またこの点は、分野ごとに議論がなされがちだと思っていまして、分野ごとでも、特に

規制業界ですと非常にこういう制度というのは入りやすいので、そうすると、その分野で

一つの形ができてしまうということも結構あり得べしかなと思っています。一つの典型が

電力というところかもしれません。 
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 ただ、今回のカーボンニュートラルの話は、必ずしも電力セクターに閉じていなくて、

様々なセクターが裨益をするという観点で言うと、例えば容量市場みたいなものを考えて

みたときに、これは小売の電気事業者が負担するわけですが、ただ、こうしたもののフレ

ームマーク（枠組み）に例えばＣＣＳも乗せるという話になると、本来ＣＣＳというのは

電力需要家以外の方々もみんな裨益をするという観点で言うと、非常に間口の狭い話にな

ってしまうのかなと思います。できれば、固定費の部分と、あと変動費の部分と、それぞ

れに関して、何らかの基金なり、あるいはちょっと負担のスキームをうまく考えていただ

く。調達の方法も、単純な短期的な利益追求を目指さないような、中長期的な観点からの

技術選択がなされるような調達方法を考える。この２点というのはすごく重要ではないか

というふうに思っています。 

 ちょっと論点がまたがる感じの発言で申し訳ございませんでしたが、以上です。ありが

とうございます。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、玉城委員、お願いいたします。 

○玉城委員  ありがとうございます。こちらも短く。 

 特に論点２と３に関して、中小企業──まさしく私が経営している会社は中というか、

小企業なのですけれども、この議論２の中の中小企業を含むサプライチェーン全体でのと

いうところで、もう小企業がエネルギー転換の取組を実施するという、いろいろな企業が、

メインがエネルギー転換ということで起業されている方もいっぱいいらっしゃいますけれ

ども、現時点の日本での中小企業というのは資金には同期機械がなかなか少ないと。投資

家や消費者、こういったところが脱炭素の取組、企業に手を伸ばしたくなるような、以前

お話も既にありましたけれども、見える化、是正も含めた強いインセンティブが必要かと

思われます。 

 インセンティブを政府が与える場合、是正だというふうに、もしくは補助金だというお

話にもなるのですけれども、場合によってはカーボンクレジット、ボランタリークレジッ

ト評価や排出量交換だけではなく、ほかの価値への変換も検討していただければというふ

うに考えております。「ほかの価値」というのは、今まさしくボランタリーという民間の

方々がクレジットを、カーボンニュートラルに向けたＣＯ２排出量の交換クレジットをつ

くっておりますけれども、場合によってはほかの、世の中いろいろなクレジットがあるの

で、ほかの価値への変換というところになるとかなり強いインセンティブになりますので、
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そこも含めた検討も今後必要になっていくかと思います。 

 以上になります。ありがとうございました。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、白坂委員、お願いいたします。 

○白坂委員  御指名ありがとうございます。 

 まず、論点１ですけれども、ほかの委員からもありましたが、現在これだというのを決

め打ちするのはまだもちろん簡単ではないかなと思っています。私もこれだというのが言

える立場に、申し訳ないですがそこまで理解できているとは思えないので、ちょっとそれ

は控えさせていただくのですが、一方で、これまでの委員、どの委員からもコメントして

いないものとして、ちょっと取組としてこういうこともやっぱりやるのがいいなというの

で一つ感じているのは、ちょっと発表の中ではこれまでの中に出てこなかったですが、風

力発電の分野で、国内、経産省さん、エネ庁さんの取組ですが、進め方として単なるエネ

ルギーをどうするかとか、では単なる風力発電所の製品をどうやってつくるかの話ではな

くて、構築の仕方のデジタル活用みたいなことの工夫をコミュニティレベルでやろうとし

ている、コミュニティをつくりながらそれ自体をやろうとしている。これは、実は自動車

産業でやってきたことをその分野でも横展して実現しようとする取組で、こういったのは

やはりすばらしいなと思っていました。なので、ちょっと視点としてあまりなかったとこ

ろも、それはやっぱりやる価値があるかなと思うので、そういう取組がいろいろなところ

で広がった上での評価をしないといけないかなというふうに思います。 

 論点２のほうの産業構造で、これも同じ観点なのですが、まさに自動車に関するモビリ

ティに関する取組ですと、さっき言ったような設計開発のやり方そのものをＧＸ・ＤＸで

変えていくという取組をやっていまして、ＧＩ基金のほうでもこのたびそういったものを

公募していくわけですが、あとはもう一つ、未来のモビリティ社会を描くみたいなことも

やろうとしていまして、先ほどからもちょっとありましたが、結局我々は、論点１、論点

２、どちらに対しても、どんな社会を目指すのかというところをやはりある程度つくらな

い限り、そこにどう近付けていくかという議論がやっぱりできないと思っていまして、そ

のビジョンをどうするかというところを何にしてもやらなければいけないかなと思ってい

ます。そのためにはやはりいろいろな人たちの意見が必要なので、これもこれまで言って

いることになりますが、全体の構造をどうしても可視化せざるを得なくなってくるので、

その上で決めて議論していくと。 
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 あとは、それの上でどれを選ぶというのを決めていくのもありなのですが、それを実際

にどのような指揮でつなげていくかということも重要かなというふうに思っています。指

揮系統の「指揮」ですが、そこが要るかなと。 

 あともう一つが、決めたことがずっとは多分続かないだろうなと思っていまして、状況

がどんどん変化していくので、この変化していく中で、例えば足元の技術成熟度も変わり

ますし、市場の状況も変わりますし、競合状況も変わる中で、変わっていくということに

対して変化や対応が取れる仕組みということもきちんと考えておかないと、変わったとき

に対応ができなくなる。そこは意識して判断をする仕組みを用意しておかなければいけな

いというふうに思っています。 

 以上になります。ありがとうございます。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、秋元委員、お願いいたします。 

○秋元委員  秋元です。ありがとうございます。 

 ちょっと重複もありますけれども、論点１については、やはり全体システムでの評価が

欠かせないというふうに思っています。なかなか今の段階で、これはまさに、典型的には

ＥＵタクソノミーみたいに技術個別にいいかどうかという議論をするということになると、

あまり適切な評価はできないというふうに思いますので、まずやっぱり全体システムでど

うなのか、個別比率がどうかというよりはシステムの問題というのは重要だと思いますの

で、その視点が欠かせないと思います。あまり技術をピックアップし過ぎるということは

よくないというふうに思いますので、幅広い技術がしっかり競争できるような環境を用意

するということはむしろ重要ではないかというふうに思います。もう一つは、あまり短期

的に技術を諦め過ぎないほうがいいかなというふうに思います。太陽光にしても、若干早

く諦め過ぎたかなという部分もございますので、そういった技術開発にはテーシェントは

必要かなというふうには思っています。 

 論点２の部分ですけれども、ここでもどれぐらい基礎的な製造業を残すのかという部分

でいくと、国際的にもエネルギー安全保障と経済安全保障の視点から製造業回帰の動きが

やっぱり見られるわけでございますので、そういった戦略と併せて考える必要はございま

すし、また別途、熱との関係、ネガティブエミッション技術がどれぐらい貢献できるのか

によってまた製造業の考え方ということも変わってくると思いますし、ただ、結果として、

海外に移転しては結局ＣＯ２削減効果は世界では発揮できないので、やっぱり、どなたか
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もおっしゃいましたけれども需要側というのは非常に重要で、デジタル・トランスフォー

メーションといったような技術の変化の中で、我々が普通に感じているニーズが本当のニ

ーズなのかということをよく考える必要があるかと思います。これはＣＡＳＥの例が代表

だと思いますけれども、車を持つことが我々のニーズではなくて、でもそれが欲していた

のだけれども、これは技術がそういう状況だったから車を持つことを欲していたわけです

けれども、我々の本当のニーズは何なのかというところをよく振り返りながら、技術の変

化を含めて検討することによって、どういう産業構造の変化、そしてどういう形がいいの

かということが出てくる、考えられるのかなというふうに思います。 

 論点３の部分は、先ほども申し上げましたけれども、全ての国で同じようなカーボンプ

ライスがついているのであれば、負担というのは非常にまだ容易なわけでございますけれ

ども、違っているという条件の下でどう考えていくのかということが大事であって、また

今の金融機関等の動きも、ＧＡＦＡみたいとか、もしくはサービス系の産業が多いところ

が主導するような形で出てきていると。一方で、この製造業がある程度ある中で、どうい

うふうな形の負担の在り方を考えていくのかというのは、ちょっとすみません、ここに関

してはすぐ今解を持っているわけではないですが、総合的な視点で検討が必要かなという

ふうに思います。 

 以上です。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、オブザーバーの長谷川様、お願いいたします。 

○長谷川オブザーバー  御指名ありがとうございます。いずれの論点も非常に難しい問

題であり中々答えが出ないですが、政府の役割という切り口で現時点で言えることを中心

に申し上げます。 

 １つは、ＧＸについてです。ＧＸの実現には、民間も含めて投資を引き出す必要があり

ますので、伊藤委員もおっしゃった通り、まずは政策の予見可能性を中長期にわたって確

保することが非常に重要だと思います。この点、欧米では、政府が複数年にわたり予算措

置も含めたコミットをしておりますので、そういった取組をぜひ日本政府にもお願いした

いと思っております。 

 次に、政府が積極的に役割を果たすべき分野が幾つかあるのではないかと思っておりま

す。１つは、既に政府でも取り組んでいただいていますが、民間がリスクを取りにくい研

究開発をしっかり支援していただくことです。また、他の委員もおっしゃったように、市
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場に任せていては進まないインフラの整備も重要です。これには水素・アンモニアのサプ

ライチェーンやインフラ、場合によっては充電ステーションや水素ステーションも含まれ

るかと思います。 

 また、第３の論点や先ほどの議論とも関係しますが、資料では、エネルギー価格の上昇

が前提のような書きぶりがされていますが、引き続き、エネルギー価格の最大限の抑制を

目指すべきと考えます。この点、先ほど議論になった原子力の活用が重要だということを

改めて申し上げます。 

 併せて、明確に論点としては挙がっていませんが、「公正な移行」への対応も政府の役

割として重要だと考えております。「公正な移行」については、労働者の文脈で話される

ことが多いですが、資本や設備の円滑な移行についても考慮すべきだと思っております。 

 最後に、何人かの委員からも言及のあったカーボンプライシングについては、別の場で

ＧＸリーグの構想も公表されており、引き続き、「成長に資するカーボンプライシング」

を検討していくべきと考えます。特に、現在、代替技術のない産業の脱炭素化に向けた研

究開発を阻害しないような仕組みを考えていただければと思っております。 

 以上です。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、西尾委員、お願いいたします。 

○西尾委員  西尾でございます。これまでの検討会で、我が国の強みになり得る技術に

続きまして、ニーズや期待はもちろんのこと、幅広く扱っていただきまして、とても深く

分析してくださいまして、お礼を申し上げます。 

 ですから、その中からポートフォリオ、これをというのが実は私自身も難しいなと感じ

るところがありまして、ただ、一つやはり感じますのは、ほかの委員の方も割とおっしゃ

っていましたが、そこに乗り切れていない確立された技術の有効活用、これはやはりしっ

かり検討を進めていただきたいと思います。政策資源は絞られますから、やはりイノベー

ションへの投資と同時に、現行技術の抱える課題を丁寧に解き明かして障壁を取り除いて

いくということは極めて重要だと思います。 

 鹿園委員も御指摘されていましたが、一見するとやはり技術は確立されている、経済

的・合理的であるけれども、普及していない技術はたくさんございます。やはりそうした

点について、昔から例えば省エネルギー対策がよくノーリグレットな対策、後悔のない対

策と言われていますが、そうした点が少し見えづらいなと思うところもありまして、改め
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て申し上げておきたいと思います。 

 関連して論点２につきまして、中小企業を含むサプライチェーン全体でのエネルギー転

換につきましてコメントさせていただきます。前回の検討会でも、中小企業は企業数ベー

スで99％以上を占めると。ただ、なかなか手が行き届いていないというお話がございまし

た。私自身は省エネルギー政策に意識が向くものですから、費用対効果を考えるならば大

規模事業所に重点的に資源配分するほうがいいということは基本認識としては申し上げて

おきます。ただ、一方で、この検討会では特に産業政策としての観点が極めて重要だとい

うふうに認識しておりますし、また、その足元でも半導体や部品の供給途絶の影響という

ものを実感しているわけで、またそのサプライチェーン全体でも、その部品一つがきちん

とカーボンニュートラル対応しているかということも問われていくということはやはり考

慮に入れる必要があると思いまして、その点では中小事業者向けへの対策というものが極

めて今までよりも重要になっていくのではないかと思います。 

 本日、自動車のＧＸ分析がございましたので、それに絡めて具体例を挙げさせていただ

くならば、自動車の車両の製造工程でＣＯ２排出量が最も多い工程というのは何かと言い

ますと、よく言われるのは塗装工程なわけです。塗装は乾燥・冷却させると、そうした工

程があるからですが、設備投資によって省エネ・省コスト・ＣＯ２削減を実現することは

もちろんのこと、例えば塗装の質が上がるとか、生産時間・処理時間が短くなるとか、そ

れはつまり生産量が増えるということですし、作業環境を改善する、こういった点の生産

性向上の便益も追求し得るわけです。バッテリー製造時のＣＯ２排出が話題になる昨今で

すが、やはりこうやって例を考えてみても、やはり足元の熱分野の対策というものについ

てしっかりクリーンエネルギー戦略の一環で検討していくということは重要になると思い

ます。前回の事業者ヒアリングでも中小事業者のエネルギーコンサルのお話がございまし

たが、第２回のダイキン様のようなメーカーの方、それからサブコン、設計、施工に関わ

られる方、エネルギー事業者の方、そうした方々はやはり技術とスキル、ノウハウをお持

ちなわけであって、そうした方々を支援するということも今後重要になっていくのではな

いかと思います。省エネルギー政策の分野で、昔は下流、いわゆるエンドユーザーへの補

助というのはよく言われてきたわけですけれども、やはり費用対効果を上げようとすると、

上流・中流の方への働きかけも重要になっていくのではないかというお話がやはり出てき

ているので、そうした点も重要になるかと思います。 

 最後にもう一点だけ簡単に付け加えますと、やはり本日も、大場委員、大橋委員、秋元
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委員からも需要側の話は重要であるというお話はございましたし、一方で、経営されてい

る伊藤委員とか玉城委員は、いつまで何をということがなかなか見えづらいというお話が

ございました。その点ではやはり、戦略を明確にしていただくことが重要だと思います。 

 以上です。 

○西田戦略企画室長  ありがとうございます。 

 それでは、白石先生にマイクをお返しします。 

○白石座長  どうもありがとうございました。いろいろ参考になる意見をいただき、若

干時間がございますので、私も、せっかくの機会ですから３点くらい申し上げたいと思い

ます。 

 １つは、これはどなたかも既に言われましたが、2050年カーボンニュートラルというの

は、これは政府が決めたことでございますが、同時に2050年に日本の社会というのがどう

いう社会になりそうかと。だけども、どういう社会にしたいかと。これは実は大変な問題

でして、いろいろなスタディーを読んでも、私は正直言って慄然とするような社会があり

得ると考えております。だから、そういう中で産業・エネルギー等の政策についてもやは

り考えていく必要があるだろうというのが第１点です。 

 ２つ目に、カーボンニュートラルというのは当然グローバルな課題でございまして、国

際戦略というのは決定的に重要だと思いますが、その場合に、ルールづくりに参加するこ

との重要性というのはもう随分いろいろな方が指摘されましたけれども、ここのところ私

見ておりまして、ＥＵというのは、単にＥＵだけを見ていればいいというのは、ＥＵとい

うのは必ずしもまとまっていなくて、ＥＵの中のそれぞれの国、例えばドイツとフランス

を見ただけでもエネルギー政策は随分違います。その基本にはやっぱり製造業がどのくら

い重要で、どういう製造業が重要かみたいなことがありますので、やはりそこのところを

きちんと見て、それで日本としても、ＥＵというとこうだということではなくて、いろい

ろなところと組んでいくというのが重要ではないかと。 

 それから、これもどなたか御指摘ありましたけれども、地政学的な観点というのはやっ

ぱり本当に大事だろうと思います。それがサプライチェーンをどう編成していくかと。こ

れをうまくやることが、逆に自由で開かれたインド太平洋というものを実現していく非常

に大きな手段にもなるという、そういうふうに考えています。 

 それから、３つ目に、やっぱり自動車産業につきましては、これも強い分野をもっと強

くというのは、まさにそのとおりだと思いまして、これも私、ここのところかなり、実は
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ドイツの自動車産業政策、あるいはもう少し広く産業政策というのはどうやっているのか

見ておりますけれども、いろいろ学ぶところはあると思います。特に私が注目しておりま

すのは、ドイツの政治家・起業家の間で内燃機関が悪いのではないんだと。要するにＣＯ

２さえ出さなければいいんだろうという、こういう議論があって、これは極めてプラグマ

ティックな、だけども意味のある議論だろうと思います。 

 それから最後に、これもいろいろな方が指摘されましたけれども、原子力についてはや

はり産業としての将来があるということがはっきり明示されないと、いろいろな人から指

摘されましたように、いくら人材育成に力を入れようとしても、あるいは先端的な技術に

投資しても、結局のところ実が結ばないということになるのではないかと思います。もう

私は、やはり今日は副大臣、政務官おられますけれども、ぜひそこのところ、これはまさ

に政治の課題だと思っておりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、最後になりましたけれども、細田副大臣から一言いただければと思います。 

 

３．閉会 

 

○細田副大臣  本日も、白石座長をはじめ、先生方、御多忙のところ御参加いただきま

して、また長時間にわたり精力的に御議論いただきまして、本当にありがとうございまし

た。改めて心から御礼を申し上げます。また、プレゼンをいただいたＩＮＰＥＸさんにも

御礼を申し上げます。ありがとうございました。 

 また、会議の途中でやや音声が乱れたことをおわびをいたしたいと思っております。 

 今日はいろいろと御議論ございました。経済社会構造の大転換が迫られているわけでご

ざいますけれども、座長からお話があったように慄然とする未来もシナリオとしてあり得

ると。ただし、そうならないように、この経済社会構造の大転換が我が国の競争力の向上

や産業の発展あるいは新産業の創造、そしてそれを通じた雇用の確保につながるように、

また私ども本当に力を振り絞り、また知恵を振り絞ってまいりたいというふうに考えてお

ります。 

 今日いただいた委員の先生方の御意見は大臣のほうにも報告をさせていただきまして、

また今後さらにどういう政策形成につながるのかということの議論を深めていただきたい

というふうに思っております。引き続きの精力的な御議論をお願いいたしまして、私の結

びの挨拶とさせていただきます。 
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 本日は先生方、本当にありがとうございました。 

○白石座長  どうもありがとうございました。 

 それでは、次回の日程につきましては追って事務局から御連絡するようにいたします。 

 今日はありがとうございました。これで閉会としたいと思います。 

 

──了── 

 

お問い合わせ先 

産業技術環境局 環境政策課 

電話：03-3501-1679 

FAX：03-3501-7697 

 


